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８ 第４期障害福祉計画に係る基本指針について 

 

（１）これまでの議論の経緯等について 

 市町村・都道府県の障害福祉計画は、現行の第３期計画の計画期間が平成

26 年度末までであることから、平成 27 年度を初年度とする第４期計画の作成

に係る基本指針の見直しについて、昨年 11 月から社会保障審議会障害者部会

で議論を重ね、去る１月 24 日に開催された障害者部会において、見直しの方

向性について、了承されたところである。 

 なお、基本指針の告示については、パブリックコメント等の手続を経た上で、

４月を目処に行う予定であるのでご了知願いたい。 

 また、現在、「障害福祉計画策定に係る実態調査及びＰＤＣＡサイクルに関

するマニュアル」を作成中であり、現時点での案をＰ74 に掲載している。当

該マニュアルは、これまで障害福祉計画の策定等にあたり、障害者等の心身の

状況等の調査を実施している市町村や、ＰＤＣＡサイクルを実施している自治

体の取組を参考に作成作業を行ってきたものであり、第４期計画の策定等にあ

たり参考にしていただきたい。 

 

◎第４期計画に係る基本指針の主な内容 

【計画の作成プロセスに関する事項：PDCA サイクルの導入】 

○「成果目標」「活動指標」の見直しと明確化、各年度の中間評価、評価結

果の公表等 

 

【個別施策分野①：成果目標に関する事項】 

○ 福祉施設から地域生活への移行促進（継続） 

○ 精神科病院から地域生活への移行促進（成果目標の変更） 

○ 地域生活支援拠点等の整備（新規） 

○ 福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充） 

 

【個別施策分野②：その他】 

○ 障害児支援体制の整備（新規） 

○ 計画相談の連携強化、研修、虐待防止 等 

 

 

（２）計画の作成プロセスに関する事項：PDCA サイクルの導入 

 平成 25 年４月に施行された障害者総合支援法において、「市町村及び都道府

県は、障害福祉計画に掲げた事項について、定期的に調査、分析及び評価を行

い、必要があると認めるときは、計画の変更等を行う。」としたところであり、

第４期計画に係る基本指針では、計画に係るＰＤＣＡサイクルのプロセス等に

ついての記述を追加することとしている。 

 当該プロセスについては、数値目標や障害福祉サービス等の見込量等を新た
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に成果目標と活動指標に整理した上で、次のような点を追記することとしてい

る。 

・ 成果目標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、障害福祉

計画の中間評価として分析・評価を行い、必要があると認めるときは、障害

福祉計画の変更や事業の見直し等の措置を講じること 

・ 中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、その

結果について公表することが望ましいこと 

・ 活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、設定した見込量の達

成状況等の分析・評価を行うことが望ましいこと 

また、活動指標を整理するにあたり、障害福祉サービス等の見込量を算出す

る際に勘案することとされている事項についても合わせて整理を行うことと

している。 

 

 

（３）個別施策分野①：成果目標に関する事項 

 基本指針第二における成果目標については、直近の状況等を踏まえて見直し

を行うとともに、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた視点に立

ち、地域において求められている相談、体験の機会・場の提供、緊急時の受け

入れ・対応、専門的な対応、地域の体制づくり等の機能を持った拠点等の整備

を新たに成果目標とすることとしている。 

 

◎成果目標の見直しの概要 

【福祉施設から地域生活への移行促進（継続）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ 平成 17 年 10 月１日時点の施設入所者のうち３割以上が平成 26 年度末ま

でに地域生活に移行 

・ 平成 17 年 10 月１日時点の施設入所者数を平成 26 年度末に１割以上削減 

することを基本として設定することとされている。 

 

○ 新しい基本指針では、基準となる時点を平成 17 年 10 月１日時点から平

成 25 年度末時点へ変更するとともに、直近の状況等を踏まえて、平成 29

年度末における成果目標の設定を次のとおりとする。 

 

① 施設入所者の地域生活への移行 

平成 17 年 10 月１日時点の施設入所者の３割以上を地域生活へ移行 

→ 平成 25 年度末時点の施設入所者の 12％以上を地域生活へ移行 

② 施設入所者の削減 

平成 17 年 10 月１日時点の施設入所者の１割以上を削減 

→ 平成 25 年度末時点の施設入所者の 4％以上を削減 
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※ 各市町村及び都道府県において、現在の障害福祉計画でそれぞれ定め

ている平成 26 年度末までの数値目標が達成されないと見込まれる場合

は、未達成割合を平成 29 年度末における施設入所者の地域生活への移行

及び施設入所者の削減の目標値に加えた割合以上を目標値とする。 

※ 障害児入所施設への入所者のうち 18 歳以上になっている者については、

次期計画においては、従前のとおり施設入所者の算定の対象外とする。 

 

【精神科病院から地域生活への移行促進（成果目標の変更）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ １年未満入院者の平均退院率を平成 20 年６月 30 日の調査時点から７％

相当分増加 

・ 65 歳以上かつ５年以上の入院患者の退院者数を直近の数から二割増加 

させることを指標として設定することとされている。 

 

○ 新しい基本指針では、現在検討している「良質かつ適切な精神障害者に

対する医療の提供を確保するための指針」の内容を踏まえ、平成 29 年度末

における入院後３ヶ月時点の退院率及び入院後１年時点の退院率の上昇並

びに在院期間１年以上の長期在院者数の減少について、当該数値に係る上

位５都道府県の数値をベースに新たな目標を設定する。 

 ※実績の把握は、精神保健福祉資料（各年６月 30 日調査）を利用。 

 

① 入院後３ヶ月時点の退院率の上昇 

平成 29 年度における入院後３ヶ月時点の退院率（注）を 64％以上とす

ることを目標とする。 

（注） 具体的には、平成 29 年６月に入院した患者の入院後３ヶ月時点の

退院率により実績を把握する。 

※ すでに入院後３ヶ月時点の退院率 64％以上を達成している都道府県

においては、その数値を維持又は上昇させることを目標とする。 

※ 「入院後３ヶ月時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該

月を含む３月目の月末までに退院した者の割合。 

 

② 入院後１年時点の退院率の上昇 

平成 29 年度における入院後１年時点の退院率（注）を 91％以上とする

ことを目標とする。 

（注） 具体的には、平成 29 年６月に入院した患者の入院後１年時点の退

院率により実績を把握する。 

※ すでに入院後１年時点の退院率 91％以上を達成している都道府県に

おいては、その数値を維持又は上昇させることを目標とする。 

※ 「入院後１年時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該月

を含む十二月目の月末までに退院した者の割合。 
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③ 在院期間１年以上の長期在院者数の減少 

平成 29 年６月末時点の長期在院者数を平成 24 年６月末時点の長期在院

者数から 18 パーセント以上減少することを目標とする。 

 

【地域生活支援拠点等の整備（新規）】 

○ 新しい指針では、「障害者の地域生活の推進に関する議論の整理」（平成

25 年 10 月 11 日：障害者の地域生活の推進に関する検討会）を踏まえて、

新たに今後の地域における障害者の生活支援のために求められる機能の拠

点整備について、平成 29 年度末における成果目標の設定を次のとおりとす

る。 

 

・ 障害者の地域生活の支援 

障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の

受入・対応、専門性、地域の体制づくり等）の集約等を行う拠点等につ

いて、平成 29 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つの拠点

等を整備すること。 

 

【福祉施設から一般就労への移行促進（整理・拡充）】 

○ 現在の基本指針では、 

① 平成 26 年度中に平成 17 年度実績の４倍以上が福祉施設から一般就労

へ移行 

② 平成 26 年度末における福祉施設利用者のうち２割以上の者が就労移行

支援事業を利用 

③ 平成 26 年度末における就労継続支援事業の利用者のうち３割以上の者

が就労継続支援（Ａ型）事業を利用 

すること等を目指すこととされている。 

 

○ 新しい基本指針では、直近の状況等を踏まえて、平成 29 年度末における

成果目標の設定を次のとおりとする。 

 

① 福祉施設から一般就労へ移行 

平成 17 年度実績の４倍 → 平成 24 年度実績の２倍 

② 就労移行支援事業の利用者を平成 25 年度末の利用者から６割以上増加 

③ 就労移行支援事業の利用者のうち就労移行率が３割以上の事業所を全

体の５割以上 

 

※当該目標に係る「福祉施設」の範囲 

  就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、生活介護、自立訓練（機

能訓練・生活訓練） 
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※ 「就労移行率」は、ある年度４月１日時点の就労移行支援事業の利用

者数のうち当該年度中に一般就労へ移行した者の割合。 

※ これまで目標と設定していた委託訓練事業の受講者数等については、

内容を整理した上で活動指標として設定。 

 

（４）個別施策分野②：その他 

 計画相談支援の内容等について、直近の状況等を踏まえて見直しを行うとと

もに、子ども・子育て支援法に基づく計画が作成され、その中で障害児支援に

ついても言及されること等も踏まえ、障害児支援の体制整備の内容について新

たに規定することとしている。 

 

◎その他の見直しの概要 

【支援の質の向上】 

○ 研修関係 

 次の事項について、基本指針に記載する。 

① 行動障害を有する者の特性に応じた支援を、一貫性を持って実施でき

るよう、施設職員や居宅介護職員等に対し、強度行動障害支援者養成研

修を実施することとしていること 

② 精神障害者や罪を犯した障害者の特性に応じた適切な支援が実施でき

るよう、保健所、精神保健センター又は地域生活定着支援センター等と

の連携による専門分野別の研修等地域の実情に応じた研修に取り組むこ

とが望ましいこと 

 

○ 障害者虐待防止 

 次の事項について、基本指針に記載する。 

① 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権擁護、虐待防止等のた

め、責任者を置く等の必要な体制を整備し、従業員に対して研修を実施

する等の措置を講じなければならないこと 

② 都道府県や市町村においては、障害者虐待の防止と対応に関するマニ

ュアルに沿って、都道府県権利擁護センター、市町村虐待防止センター

を中心として関係機関からなるネットワークの活用、虐待事例の未然防

止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、再発防止等に取り組む

ことが重要であること、また地域の実情に応じて高齢者や児童の虐待防

止に対する取組とも連携しながら、効果的な体制を構築することが望ま

しいこと（＊高齢者等の虐待防止との連携については新規記載） 

③ 権利擁護の取組として、障害者への成年後見制度の利用支援や後見等

の業務を適正に行うことができる人材育成・活用の研修を行い、成年後

見制度の利用を促進する必要があること（＊新規記載） 

 

【計画相談支援】 
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 次の事項について、基本指針に記載する。 

① サービス等利用計画の作成については、まずは支給決定に先立ち必ず

作成されるような体制の維持が重要であり、平成 27 年度以降の利用者数

の増加等に応じてさらなる体制を確保する必要があること 

② その上で各サービス等利用計画においては、利用者の状態像や希望を

勘案し、連続的かつ一貫性を持った障害福祉サービス等が提供されるよ

う総合的な支援を行うとともに、利用者の生活状況を定期的に確認の上、

必要に応じた見直しが行われなければならないこと 

③ 都道府県・市町村では、その役割に応じて、人材の育成支援、専門的

な指導助言等の他、社会的基盤の整備の実情を的確に把握し、相談支援

事業所の充実のため、必要な施策を確保していかなければならないこと、

また、これらの取組を効果的に進めるにあたっては、基幹相談支援セン

ターや協議会を有効に活用すること 

④ 障害者支援施設の入所者へのサービス等利用計画の作成やその後のサ

ービス等利用計画の実施状況の把握（利用者についての継続的な評価を

含む。）を行うことを通じて、地域移行のための支援に係るニーズが顕在

化すること等を勘案し、計画的な地域移行支援の提供体制の確保を図る

必要があること 

⑤ 障害者支援施設等や精神科病院から地域生活へ移行した後の地域生活

の定着はもとより、現に地域生活を送っている障害者がそのまま住み慣

れた地域で生活できるようにするため、地域定着支援の提供体制の充実

を図っていくことが重要であること 

⑥ 協議会では、関係者の有機的な連携の下で地域の課題の改善に取り組

むとともに、都道府県及び市町村が障害福祉計画を定めた際の積極的な

提言を行うこと 

 協議会の運営においては、部会の開催（例：医療を必要とする者に関

する医療機関や保健所との連携）等を通じた活性化や専門機関との連携

の確保（例：都道府県・指定都市では発達障害者支援センターとの連携）

を進めることが望ましいこと 

 

【障害児支援】 

○ 障害児支援に関する基本的考え方として、次の事項の記載をする。 

① 子ども・子育て支援法に定められている「子ども・子育て支援の内容

及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するものであ

って、良質かつ適切なものでなければならない」という基本理念 

② 障害児について、子ども・子育て支援法に基づく教育・保育等の利用

状況も考慮しつつ、居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス、児童福

祉法に基づく障害児支援等の専門的な支援を確保すること 

③ 共生社会の形成促進の観点から、教育・保育等とも連携を図った上で、

乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を障害児及びその家族
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に対して身近な場所で提供する体制の構築が重要であること 

 

○ 児童福祉法に定める６つの支援類型及び障害児相談支援の利用児童数等

を「活動指標」とし、各市町村において、地域における児童数の推移等を

踏まえて見込みをたてるよう努めるものとすること、各市町村及び各市町

村の状況を集約した都道府県においては、必要に応じて各支援の確保策を

定めるよう努めるものとすること記載をする。 

 

○ その他、障害児支援のための基盤整備を進める上で重視すべき次の内容

について、定めるよう努める事項として記載する。 

① 児童発達支援センター・障害児入所施設を中核とした地域支援体制の

整備 

・ 児童発達支援センターの専門的機能の強化、地域における中核的支援

施設として位置づけ、児童発達支援事業所等との連携等 

・ 障害児入所施設の専門的機能の強化、虐待を受けた障害児等への対応

を含め様々なニーズに対応する療育機関としての役割、ショートステ

イや親子入所の実施等 

② 子育て支援に係る施策との連携 

・ 障害児支援の体制整備にあたっては子ども・子育て支援法に基づく施

策や母子保健等との十分な連携を図ること、このために各都道府県・

市町村内で障害児支援担当部局と子育て支援担当部局との連携体制を

確保すること 

③ 教育との連携 

・ 就学時及び卒業時における支援体制の円滑な移行、学校と障害児通所

支援事業所等の緊密な連携等を図ること、このため各都道府県・市町

村内で障害児支援担当部局と教育委員会との連携体制を確保すること 

④特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

・ 重症心身障害児など医療的ケアが必要な障害児に対する支援の基盤整

備強化、福祉、医療、教育などの協働による総合的な支援体制の構築

等 

・ 虐待を受けた障害児等に対しては、障害児入所施設において小規模な

グループによる療育や心理的ケアを提供することにより、障害児の状

況等に応じたきめ細やかな支援を推進すること 

⑤障害児通所支援・入所支援の一体的な方針策定 

・ 都道府県が、通所支援の広域的な調整と入所支援の体制整備の双方の

視点から、障害児入所支援の必要な量の見込及びその量の確保策を含

めた一体的な方針策定を行う必要があること等 
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第４期（H27～H29）計画に係る基本指針（案）：主なポイント 

障害児支援体制の整備 

（新規） 
計画相談の連携強化、研修、虐

待防止 等 

PDCAサイクルの導入 
「成果目標」「活動指標」の見直しと明確化、各年度の 

中間評価、評価結果の公表 等 

＜計画の作成プロセスに関する事項＞ 

＜個別施策分野①：成果目標に関する事項＞ 

精神科病院か
ら地域生活へ
の移行促進 

（成果目標の
変更） 

地域生活支
援拠点等の

整備 

（新規） 

福祉から一般
就労への移

行促進 

（整理・拡充） 

＜個別施策分野②：その他＞ 

福祉施設から
地域生活へ
の移行促進 

（継続） 

－
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第一 障害福祉サービス等
の提供体制の確保に関す
る基本的事項 

第二 障害福祉サービス
等の提供体制の確保に
係る目標（成果目標） 

第三 障害福祉計画の作成に関する事項  

第一の一 
基本理念 
 
 
① 障 害 者 等
の 自 己 決
定・自己選
択の尊重 

 
 
② 市 町 村 を
基本とする
身近な実施
主体、障害
種別によら
ない一元的
なサービス
の実施 

 
 
③ 課 題 に 対
応したサー
ビス提供体
制の整備、
地域生活支
援拠点等の
整備 

  

第一の二 
障害福祉ｻｰﾋﾞｽ
の提供体制の
確保に関する
基本的考え方 
 
①訪問系サービ
スの保障 

 
② 日 中 活 動 系
サービスの保障 

 
③地域生活への
移行の推進、地
域生活支援拠点
等の整備 

 
④一般就労への
移行等の推進 

  

第一の三 
相談支援の提供
体制確保に関す
る基本的考え方 

第一の四 
障害児支援の提
供体制の確保に
関する基本的考
え方  

第二の一 施設入所者の
地域生活への移行 

・地域生活への移行者増 
・施設入所者減 

第二の二 入院中の精神
障害者の地域生活への
移行 

・退院率上昇（入院後３ヶ月時
点、１年時点） 

・在院期間１年以上の長期在院
者数の減少 

第二の三 障害者の地域
生活の支援等の整備 

・地域生活支援拠点等を市町村
又は圏域ごとに少なくとも１
拠点整備 

第二の四 福祉施設から
一般就労への移行 
・福祉施設利用者の一般就労移
行者数増 

・就労移行支援事業利用者数増 
・就労移行支援事業所ごとの就
労移行率上昇 

  

<活動指標：
障害福祉ｻｰ 
ﾋﾞｽ> 

第三の一 
作成上の留意事
項 
・障害者等の参加 
・地域社会の理解
促進 

・総合的な取組 
・障害福祉計画作
成委員会等の開催 

・関係部局相互間
の連携 

・市町村・都道府
県の連携 

・障害者等のニー
ズ等の把握 

・区域設定（都道
府県） 

・住民意見の反映 
・他計画との関係 
・定期的な調査、
分析、評価並びに
必要な措置 

（頻回の活動指標
確認、各年度の中
間評価、評価結果
の公表） 

第三の二 
市町村障害福祉計画 
・障害福祉サービス等の提
供体制の確保に係る目標 

・障害福祉サービス等の種
類ごとの必要な量の見込
み、確保方策、圏域単位
での見通し等 

・地域生活支援拠点等の整
備 

・地域生活支援事業 
・関係機関の連携 

<活動指標：
労働部局と
の連携> 

<活動指標：
相談支援> 

 

第三の四  
障害児支援
のための計
画的な基盤
整備 
<活動指標：
障害児支援・
障害児相談支
援> 

第三の三 
都道府県障害福祉計画 
・障害福祉サービス等の提
供体制の確保に係る目標 

・障害福祉サービス等の種
類ごとの必要な量の見込
み、確保方策、圏域単位
での見通し等 

・地域生活支援拠点等の整
備、市町村の支援等 

・障害者支援施設の必要入
所定員総数 

・質の向上方策（研修、第
三者評価、虐待防止） 

・地域生活支援事業 
・関係機関の連携 

第三の四 障害児支援の
ための計画的な基盤整
備（再掲） 

＜重視すべき事項＞ 

第三の五 その
他 
・計画作成時期 
・計画期間等 
・計画の公表 
 

基本指針の全体像と主なポイント 
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福祉施設から一般就労への移行 

○ 福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加 

○ 就労移行支援事業の利用者の増加 

○ 就労移行支援事業所の就労移行率の増加 

施設入所者の地域生活への移行 

○ 地域生活移行者の増加 

○ 施設入所者の削減 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 

○ 入院後３ヶ月時点の退院率の上昇 

○ 入院後１年時点の退院率の上昇 

○ 在院期間１年以上の長期在院者数の減少 

（都道府県・市町村） 
○ 生活介護の利用者数、利用日数 
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 
○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 
○ 共同生活援助の利用者数 
○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 
○ 施設入所支援の利用者数 ※施設入所者の削減 

成果目標と活動指標の関係 

（基
本
指
針
の
理
念
）自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現 

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に 

（都道府県・市町村） 
○ 就労移行支援の利用者、利用日数 
○ 就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移
行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型） 

（都道府県） 
○ 公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設の利
用者の支援件数 

○ 委託訓練事業の受講者数 
○ 障害者試行雇用事業の開始者数 
○ 職場適応援助者による支援の対象者数 
○ 障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 

（成果目標） （活動指標） 

 障害者の地域生活の支援 

○ 地域生活支援拠点の整備 

（都道府県・市町村） 
○ 自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 
○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 
○ 共同生活援助の利用者数 
○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 

－
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障害福祉サービスの量を見込む際の勘案事項 

区分 サービスの種類 
現に利用して
いる者の数 

障害者等の
ニーズ 

平均的な一人
当たり利用量 

施設入所者の地
域生活への移行
者数（成果目標） 

入院中の精神障害者の地
域生活への移行うち地域
生活への移行後に当該

サービスの利用が見込ま
れる者の数 

福祉施設利用者
の一般就労への
移行者数（成果目

標） 

訪問系 
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者
等包括支援の利用者数、利用時間 

○ ○ ○ 

日中活
動系 

生活介護の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ 

自立訓練（機能訓練）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ 

自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○ 

就労移行支援の利用者数、利用日数 ○ ○※１ ○ ○ ○ ○ 

就労継続支援（A型）の利用者数、利用日数 ○ ○※２ ○ ○ ○ 

就労継続支援（B型）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○ 

療養介護の利用者数 ○ ○ 

短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○ 

施設系 
共同生活援助の利用者数 ○ ○ ○ ○ 

施設入所支援の利用者数 ○ ○※３ △※６ 

相談支
援 

計画相談支援の利用者数 ○※４ 

地域相談支援の利用者数（地域移行支援に限る。） ○ ○ 

地域相談支援の利用者数（地域定着支援に限る。） ○※５ ○ ○ 

（注）※１：特別支援学校卒業者等新たに就労移行支援事業の対象者と見込まれる者の数を含む、※２：地域の雇用情勢を含む、※３：グループホーム等での対応が困難な者といった真に必要と判断される数を含む、※４：障
害福祉サービス及び地域相談支援の利用者数を含む、※５：単身である障害者の数・居住している家族による支援を受けられない障害者の数を含む、※６：「△」は減として見込む 

（注）※障害児通所支援の利用児童数を見込む 

区分 サービスの種類 

現に利用して
いる障害児の

数 

障害児等の
ニーズ 

平均的な一人
当たり利用量 

地域における児童
数の推移 

保育所等での障害
児の受入状況 

入所施設から退所後
に利用が見込まれる

障害児の数 

障害児
支援 

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、医
療型児童発達支援の利用児童数、利用日数 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

障害児相談支援の利用児童数 ○※ 

障害児入所施設（福祉型、医療型）の利用児童数 ○ ○ ○ 

■サービスの量は、障害福祉サービスの訪問系はまとめて、それ以外のサービスはそれぞれ種類ごとに見込む。 
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PDCAサイクルのプロセス 
○ 成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、障害者施策や関連施策の動向も踏まえながら、

障害福祉計画の中間評価として分析・評価を行い、必要があると認めるときは、障害福祉計画の変更や事業の見直し等の措
置を講じるものとする。 

○ また、中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、その結果について、公表することが望ましい。 
○ 活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。 

（PDCAサイクルの 
プロセスのイメージ） 

計画（Plan） 

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設
定するとともに、障害福祉サービスの見込量の設定
やその他確保方策等を定める。 

実行（Do） 

■計画の内容を踏ま
え、事業を実施する。 

評価（Check） 

■成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に
１回その実績を把握し、障害者施策や関連施策の動
向も踏まえながら、障害福祉計画の中間評価として分
析・評価を行う。 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、
その結果について公表することが望ましい。 

■活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、
達成状況等の分析・評価を行うことが望ましい。 

改善（Act） 

■中間評価等の結果を踏
まえ、必要があると認める
ときは、障害福祉計画の
変更や事業の見直し等を
実施する。 

■障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、
サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示 

基本指針 
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施設入所者の地域生活への移行 

・ 平成17年10月施設入所者と比較した地域生活に移行する者の割合は、平成24年度時点で23.7％となっており、平成26年度 
 末には、３割の地域生活移行を達成見込み。 
・ 数値目標の設定に当たっては平成17年10月１日から平成24年度末の平均伸び率（2.88％）をベースに、平成25年度末の施設 
 入所者と比較した平成29年度末時点での地域生活に移行する者の割合を12％以上とする形で設定。  

・ 平成21～23年度は10月１日数値、24年度は25年３月末数値。25年度以降（括弧書き）は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査） 

19,430  

24,277  

31,813  

34,526  
（39,774）  

（45,115）  
（50,610）  

（56,263 ） 

（62,079）  

Ｈ17 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

平成17年10月１日～平成24
年度末の平均伸び率 

2.88％（推計） 

平成24年度末 
実績値 

（23.7％） 

平成25年度末の施設入所者と比
較して毎年2.88％増加する仮定で
推計 

 
平成25年度

末の施設入
所者と比較
した平成29

年度末時点
での地域生
活に移行す
るの割合

12％ 
 

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値（第１～４期障害福祉計画） 

 
                                        
                  都道府県計画目標値 
                   

 
             
基本指針（現行） 
                   

 
地域生活に移行する者の数 
                   目標値 第１～２期 

（平成18～23年度） 

第３期 
（平成24～26年度） 

第４期 
（平成27～29年度） 

基本方針 
10% 

（平成17年10月１日～ 
23年度末（6.5年間）） 

30% 
（平成17年10月１日～ 
26年度末（9.5年間）） 

12% 
（平成25年度末～ 

29年度末（４年間）） 

都道府県 
障害福祉計画 

14.5% 
（平成17年10月１日～ 
23年度末（6.5年間）） 

25.2% 
（平成17年10月１日～ 
26年度末（9.5年間）） 

－ 
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施設入所者数の削減 

・ 施設入所者は平成17年10月１日時点と比較し、平成24年度末時点で約8.0％減少。 
・ 平成26年度末には、施設入所者の１割削減を達成見込み。 
・ 数値目標の設定に当たっては平成17年10月１日から平成24年度末の平均削減率（▲1.1％）をベースに、平成 
 29年度末までに、平成25年度末時点の施設入所者数から約４％以上削減する形で設定。 

・ 平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。平成24年度は25年３月数値。平成25年度以降（括弧書き）は推計。 
  （出典： 国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査） 

145,919  

144,425  

139,851  

139,859  

136,653  

134,247  

（132,763）  

（131,295）  

（129,843）  
（128,408）  

（126,988）  

Ｈ17 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

施設入所者数 

平成17年10月１日～平成24
年度末の平均削減率 

▲1.1％（推計） 
平成24年度末 

実績値 
（▲8.0％） 

毎年1.1％ 
削減する 
仮定で 

29年度末まで推計 

平成25年度末の施設

入所者数と比較した平
成29年度末時点での

施設入所者削減の割
合 
  ▲４％  
（【計算式】0.989 
（1－0.011（1.1％））の４
乗－１＝▲4.3％ 
≒▲４％） 

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値（第１～４期障害福祉計画） 
 
                                        
                  都道府県計画目標値 
                   
 

 
             
基本指針（現行） 
                   

目標値 第１～２期 
（平成18～23年度） 

第３期 
（平成24～26年度） 

第４期 
（平成27～29年度） 

基本方針 
▲７％ 

（平成17年10月１日～ 
23年度末（6.5年間）） 

▲10％ 
（平成17年10月1日～ 

26年度末（9.5年間）） 

▲４％ 
（平成25年度末～ 

29年度末（４年間）） 

都道府県 
障害福祉計画 

▲8.4% 
（平成17年10月１日～ 
23年度末（6.5年間）） 

▲15.4% 
（平成17年10月１日～ 
26年度末（9.5年間）） 

－ 
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○ 第３期障害福祉計画においては、入院中の精神障害者の地域生活への移行に関して、平成16年の「改革ビ
ジョン」における目標値である①１年未満群の平均残存率に関する目標（24％以下）、②１年以上群の退院率
目標（29％以上）をベースとして、より具体化する着眼点として、「１年未満入院者の平均退院率」、「５年以上か
つ65歳以上の退院者数」についての目標を設定した。 

 
 【１年未満入院者の平均退院率】 
○ 第３期障害福祉計画策定時における直近の実績（平成19年６月に入院した者のその後１年間の各月ごとの
退院率を平均したもの）における平均退院率の全国平均は71.2％であり、それを改革ビジョンの目標値である
76％にするためには、当該平均退院率を７％相当分増加させることが必要となる。 

○ そのため、第３期障害福祉計画における目標としては、「平成26年度における１年未満入院者の平均退院率
を平成20年6月30日の調査時点から7パーセント相当分増加させる」こととした。 
※「１年未満入院者の平均退院率」は、ある月に入院した者のその後１年間の各月ごとの退院率を平均したものをいう。 
※実績は精神保健福祉資料（いわゆる「630調査」）で把握。 

 
 【５年以上かつ65歳以上の退院者数】 
○ ５年以上かつ65歳以上の入院患者数は、毎年、平均1,300人程度増加（平成12年～20年の各年６月30日時
点の実績の平均）しており、毎年度の退院者数が８～９千人（患者調査から推計）であることを踏まえると、当該
入院患者を増加させないようにする（又は減少に転じさせる）ためには、退院者数を現行より約20％増やすこと
が必要になる。 

○ そのため、第３期障害福祉計画における目標としては、「平成26年度における高齢長期退院者数を直近の数
から２割増加させる」こととした。 
※「高齢長期退院者数」は、退院した者のうち、65歳以上であって５年以上入院していた者の数をいう。 
※ 平成24年度以降の実績は、精神保健福祉資料（いわゆる「630調査」）に基づく推計により把握。 

１．現在の目標 

入院中の精神障害者の地域生活への移行について 
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○ 上記の目標については、現在検討している「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するた
めの指針」に示された方向性を踏まえ、従来の目標に換えて、 
・「入院後３ヶ月時点の退院率の上昇」 
・「入院後１年時点の退院率の上昇」 
・「在院期間１年以上の長期在院者数の減少」 

を新たな目標として設定する。 

２．第４期障害福祉計画における基本的な考え方 

 
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針（案）」中間まとめ（抜粋） 
  
第一 精神病床の機能分化に関する事項 
  
三 急性期の患者に対して医療を提供するための機能 
・新たに入院する患者の早期退院を促進するため、急性期の患者に対し手厚く密度の高い医療を提供するための機能を確

保する。 
・当該機能の確保のため、精神科入院医療における医師及び看護職員は一般病床と同等の配置を目指し、多職種による

患者の状況に応じた質の高いチーム医療を提供し、退院支援等の取組を推進する。 
・また、救急患者に対して適切な医療を提供できる体制の確保を推進する。 

四 入院期間が１年未満の患者に対して医療を提供するための機能 
 ・在院期間の長期化に伴い、社会復帰が難しくなる傾向があることを踏まえ、在院期間が１年を超えないうちに退院できるよ

う、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療を提供するための機能を確保する。 
・当該機能の確保のため、多職種による患者の状況に応じた質の高いチーム医療を提供し、退院支援等の取組を推進する。 

六 重度かつ慢性の患者以外の入院期間が１年を超える長期在院者に対して医療を提供するための機能 
・既に１年を超える入院をしている重度かつ慢性以外の長期在院者については、退院支援や生活支援等を通じて地域移行
を推進し、併せて、当該長期在院者の状態像に合わせた医療を提供するための機能を確保する。 

・当該機能の確保のため、多職種による退院支援等の退院促進に向けた取組を推進する。 
・また、これらの長期在院者に対しては、原則として行動の制限は行わないこととし、外部の支援者との関係を作りやすい環
境とすること、社会とのつながりを深められるような開放的な環境を確保すること等により、地域生活に近い療養環境の確
保を推進する。 
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（１）入院後３ヶ月時点の退院率の上昇 
○ 指針において、新たに入院する患者の早期退院を促進するため、急性期（入院から３ヶ月未満）の患者に対し手厚く密

度の高い医療を提供するための機能を確保することとされている。 
○ これを踏まえ、全都道府県において平成２９年度における入院後３ヶ月時点の退院率（注）を現在の上位５都道府県（以

下「目標都道府県」という。）の平均値である６４％以上とすることを成果目標とする。（現状の全都道府県の平均値は５８.
４％） 

（注）  具体的には、平成29年６月に入院した患者の入院後３ヶ月時点の退院率により実績を把握する。 
※ 既に入院後３ヶ月時点の退院率６４％以上を達成している都道府県においては、その数値を維持又は上昇させることを

目標とする。 
※ 「入院後３ヶ月時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該月を含む３月目の月末までに退院した者の割合 

 

（２）入院後１年時点の退院率の上昇 
○ 指針において、在院期間の長期化にともない、社会復帰が難しくなることを踏まえ、在院期間が１年未満で退院できるよ

う、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療を提供する機能を確保することとしている。 
○ これを踏まえ、全都道府県において平成２９年度における入院後１年時点の退院率（注）を目標都道府県の平均値であ

る９１％以上とすることを成果目標とする。（現状の全都道府県の平均値は８７.７％） 
（注）  具体的には、平成29年６月に入院した患者の入院後１年時点の退院率により実績を把握する。 
※ 既に入院後１年時点の退院率９１％以上を達成している都道府県においては、その数値を維持又は上昇させることを目

標とする。 
※ 「入院後１年時点の退院率」は、ある月に入院した者のうち当該月から12月目の月末までに退院した者の割合 
 

（３）在院期間１年以上の長期在院者数の減少 
○ 指針において、在院期間が１年未満で退院できるよう、退院に向けた取組を行いつつ、必要な医療を提供するための機

能を確保するとともに、既に１年以上の入院をしている重度かつ慢性の患者以外の長期在院者に対しては、退院支援や
生活支援等を通じて地域移行を推進し、併せて、状態像に併せた医療を提供する機能を確保することとしている。 

○ 指針の実現に向け、第４期障害福祉計画においては、長期在院者数については、平成29年６月末時点の長期在院者
数を平成24年６月末時点の長期在院者数から18パーセント以上減少することを成果目標とする。 

３．第４期障害福祉計画における目標の設定 
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障害児・者の地域生活支援の推進のための多機能拠点構想 
（地域生活支援拠点） 

親との同居 

一人暮らし 

24時間の相談受付 
緊急時等の受入 

(医療対応・シェルター等) 

地域生活の支援 
(緊急時の人的支援、様々な 
資源のコーディネイト等) 

高齢化に対応した 
日中活動の場 

(生活介護・就労系等) 

在宅医療等 
コーディネーター 

＋ 

グループホーム 

地域支援機能 居住支援機能 

10人 

生活介護・ 
就労系等 

10人 

10人×2 (建物の特例) 
※ショートステイの定員を含む 

夜間・ 
医療体制 
等の加算 
（拡充） 

30人程度 

障害者支援施設 

居住支援機能 

コーディネーター 

地域支援機能 

在宅医療等 地域連携 

生活介護・ 
就労系等 

※ 拠点を設けず、地域において機能を分担する
「面的整備型」も考えられる 

地域連携 

地域相談支援・地域生活
支援事業の活用等 

地域相談支援・地域生活
支援事業の活用等 

地域相談支援・地域生活支援事業
の活用等 グループホーム 

夜間・ 
医療体制 
等の加算 
（拡充） 

地域生活支援拠点として、居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備を推進 

※地域生活支援拠点として地域に開かれた小規
模な障害者支援施設 

※安心生活支援事業（地域生活支援事業）によるコーディネイトや、個別給付による地域定着支援の実施を必須として、施設整備に対する補助について優先的に採択すること
を検討 

ショートステイ 

ショートステイ 
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一般就労への移行者数 

○ 一般就労への移行者数については、平成23年度実績で2.7倍（5,601人）となっている。（目標は４倍。割合
は、平成17年度実績（2,379人）で除した値） 

○ 平成22年度から平成23年度の利用者数の増加数（約2,000人）から推計すると、平成26年度では目標で
ある４倍を達成することが見込まれる。 

○ 数値目標の設定に当たっては、平成22年度から平成23年度の実績（約2,000人）を基に、平成24年度を
基準として、平成29年度末までに平成24年度実績の２倍以上と設定。 

3,376  3,960  4,610  

6,501  

8,501  

10,501  

12,501  

14,501  

16,501  
18,501  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

一般就労への移行者数の推移 

H22～H23年度の利用者
数の増加数→約2,000人 

H24年度以降、毎年2,000人
増加するものとして推計 

H24からH29における一般就労
移行者の伸び 
8,501人/18,501人＝2.18≒２倍 
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就労移行支援事業の利用者数 

○ 新しい基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進す
るため、就労移行支援事業の利用者数に関する目標を設定する。 

○ 目標の設定に当たっては、就労移行支援事業の利用者の平均の伸び率約14％（平成20年度
から平成24年度）を基に、平成29年度末までに平成25年度と比較して６割以上増加させることを
目指すものとして設定。 

15,969  
19,292  20,413  

23,555  
26,426  

30,007  
34,073  

38,690  

43,932  
49,885  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

就労移行支援事業の利用者数の推移 

H20～H24年度の伸び率
の平均→約14％ 

H25年度以降、14％増加す
るものとして推計 

H25からH29における就労移行支
援事業の利用者数の伸び 
30,007人/49,885人＝0.602≒６割 
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就労移行支援の事業所ごとの就労移行率 

○ 新しい基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進す
るため、就労移行支援事業所における就労移行率に関する目標を設定する。 

○ 目標の設定に当たっては、就労移行率30％以上である就労移行支援事業所の平均の伸び率
約2.6％（平成19年度から平成23年度）を基に、就労移行率が30％以上である就労移行支援事
業所を、平成29年度末までに全体の５割以上とすることを目指すものとして設定。 

 ※ 「就労移行率」は、ある年度４月１日時点の就労移行支援事業の利用者数のうち当該年度中
に一般就労へ移行した者の割合。 

16.7  17.8  18.8  
26.0  27.1  29.7  32.3  34.9  37.5  40.1  

42.7  

83.4  82.2  81.1  
74.0  72.9  70.3  67.7  65.0  62.4  59.8  57.2  

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

就労移行支援事業の就労移行率の割合の推移 30%以上 30%未満 

H19～H23年度の移行率
30％以上である事業所の伸

び率の平均→約2.6％ 

H24年度以降、2.6％増加す
るものとして推計 

≒５割 
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第３期障害福祉計画における数値目標の実績について 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

地域生活移行者 
13.3％ 

(19,430人) 
16.6％ 

(24,277人) 
21.8％ 

(31,813人) 
14.5％ 

(21,129人) 
23.6％ 

(34,526人) 
25.2％ 

(36,764人) 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

福祉施設入所者の削減 
3.5％ 

(5,146人) 
4.5％ 

(6,562人) 
8.9％ 

(13,033人) 
8.4％ 

(12,186人) 
10.5％ 

(15,312人) 
15.4％ 

(22,491人) 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 
① 地域生活移行者 

②福祉施設入所者の削減 

（参考） 第３期障害福祉計画 

H22 H23 H24 H26目標 

１年未満入院者の平均退院率 71.2％ 71.4％ （精査中） 75.1％ 

（２）入院中の精神障害者の地域生活への移行 

①１年未満入院者の平均退院率 

（参考） 第３期障害福祉計画 

H21 H24 H24目標 

５年以上入院かつ65歳以上の者の退院者数 ９千人～１万人 10,140人 1万800人～1万2,000人 

②５年以上入院かつ65歳以上の者の退院者数 

※ 割合は、H17.10.１入所者（145,919人）で除した数 
※ H22まではH17.10.１から各年10.1までの累計。H23及びH24は各年度３月末までの累計 

※ 割合は、H17.10.１入所者（145,919人）で除した数 
※ H22までは各年10.1時点の数値、H23及びH24は各年度３月末時点の数値 

※ H24の数値には、速報値かつ平成24年6月中の退院者数を12倍して算定した推計値 
※ 「H26目標」は、都道府県障害福祉計画に計上されている数値の平仄がとれていないため、患者調査から推計した値を記載 
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第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

福祉施設利用者の一般就労への移行者 
1.7倍 

(3,960人) 
1.9倍 

(4,610人) 
2.7倍 

(6,501人) 
4.0倍 

(9,502人) 
（集計中） 

4.2倍 
(10,080人) 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

①就労移行支援事業の利用者 19,470人 20,603人 23,716人 29,960人 26,607人 36,883人 

②福祉施設利用者 282,666人 343,774人 422,422人 399,655人 485,873人 452,648人 

①/②の割合 6.9％ 6.0％ 5.6％ 7.5％ 5.5％ 8.1％ 

（３）福祉施設から一般就労への移行等 

①福祉施設利用者の一般就労への移行者 

②就労移行支援事業の利用者数 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

①就労継続支援A型 8,955人 13,104人 19,333人 15,146人 27,404人 26,794人 

②就労継続支援B型 77,432人 102,521人 138,644人 118,287人 166,361人 158,103人 

③ ①＋② 86,387人 115,625人 157,977人 133,433人 193,765人 184,897人 

①/③の割合 10.4％ 11.3％ 12.2％ 11.4％ 14.1％ 14.5％ 

③就労継続支援A型の利用者数 

※ 割合は、H17年度実績（2,379人）で除した数 

※ 福祉施設：生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（H23までは身体障害者更生施設等の旧体系サービスを含む） 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

福祉施設利用者の就職件数 4,376人 5,762人 6,689人 7,565人 7,406人 7,772人 

④公共職業安定所経由による福祉施設利用者の就職件数 
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第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

委託訓練事業受講者 
15.5％ 

(615人) 
15.9％ 

(735人) 
10.5％ 

(680人) 
29.4％ 

(2,794人) 
-％ 

(839人) 
28.0％ 

(2,824人) 

⑤障害者の態様に応じた多様な委託訓練事業の受講者数 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

障害者試行雇用事業の開始者 
57.1％ 

(2,264人) 
57.1％ 

(2,634人) 
45.4％ 

(2,954人) 
49.4％ 

(4,690人) 
（集計中） 

48.2％ 
(4,860人) 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

職場適応援助者による支援対象者 
21.1％ 

(835人) 
21.7％ 

(1,000人) 
17.8％ 

(1,156人) 
49.3％ 

(4,680人) 
（集計中） 

45.8％ 
(4,614人) 

⑥障害者試行雇用事業の開始者数 

⑦職場適応援助者による支援対象者数 

※ 割合は、各年度の一般就労移行者数で除した数 

※ 割合は、各年度の一般就労移行者数で除した数 

※ 割合は、各年度の一般就労移行者数で除した数 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

障害者就業・生活支援センター事業
の支援対象者 

60.9％(2,411人) 60.1％(2,769人) 50.9％(3,307人) 88.0％(8,359人) 
-％ 

(4,756人) 
89.0％(8,973人) 

⑧障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H23目標 H24 H26目標 

障害者就業・生活支援センターの設
置数 

247ヶ所 272ヶ所 313ヶ所 308ヶ所 318ヶ所 323ヶ所 

⑨障害者就業・生活支援センターの拡充 

※ 割合は、各年度の一般就労移行者数で除した数 
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第３期障害福祉計画におけるサービス見込量の実績について 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万時間） 
見込 384.4 425.7 482.1 550.2 603.8 657.2 

実績 366.0 394.5 462.3 494.4 - - 

利用者（万人） 
見込 12.6 13.8 15.1 18.8 20.5 22.4 

実績 11.9 13.2 15.9 17.4 - - 

（１）訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援） 

①生活介護 

（２）日中活動系サービス 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 204.9 262.8 380.0 468.8 490.6 512.9 

実績 213.7 275.4 400.5 476.2 - - 

利用者（万人） 
見込 10.8 13.7 18.9 24.1 25.2 26.4 

実績 11.2 14.3 20.3 24.5 - - 

②自立訓練（機能訓練） 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 5.0 6.3 9.2 5.6 6.2 6.8 

実績 3.1 3.3 3.5 3.6 - - 

利用者（万人） 
見込 0.4 0.4 0.6 0.4 0.4 0.5 

実績 0.2 0.2 0.3 0.3 - - 

※同行援護は、H23から計上 

■以下の表内における「見込」は、都道府県障害福祉計画に計上されている数値の合計 
■「見込」は１月分の数値、「実績」は各年度３月の１月分の数値 
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④就労移行支援 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 39.8 47.4 60.5 54.8 62.4 70.2 

実績 36.5 36.7 42.0 45.6 - - 

利用者（万人） 
見込 2.0 2.4 3.0 3.0 3.4 3.9 

実績 1.9 2.1 2.4 2.7 - - 

⑤就労継続支援A型 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 18.3 23.5 32.3 41.9 48.8 56.9 

実績 18.2 25.9 38.1 53.2 - - 

利用者（万人） 
見込 0.9 1.1 1.5 2.1 2.5 2.9 

実績 0.9 1.3 1.9 2.7 - - 

③自立訓練（生活訓練） 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 21.7 27.3 39.1 25.4 27.6 29.8 

実績 16.3 17.4 22.2 32.3 - - 

利用者（万人） 
見込 1.2 1.5 3.8 1.4 1.6 1.7 

実績 0.9 1.0 1.2 1.8 - - 

⑥就労継続支援B型 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 134.5 170.5 234.8 281.1 299.3 318.1 

実績 140.8 178.1 243.8 282.5 - - 

利用者（万人） 
見込 7.1 9.0 11.8 15.6 16.6 17.7 

実績 7.7 10.3 13.9 16.6 - - 
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⑦療養介護 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 0.3 0.3 0.7 1.5 1.6 1.6 

実績 0.2 0.2 0.2 1.9 - - 

利用者（万人） 
見込 0.3 0.3 0.7 1.5 1.6 1.6 

実績 0.2 0.2 0.2 1.9 - - 

⑧短期入所 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用量（万人日） 
見込 22.0 24.2 28.0 28.0 30.6 33.3 

実績 19.9 21.0 23.5 25.7 - - 

利用者（万人） 
見込 3.2 3.6 4.0 4.0 4.4 4.8 

実績 2.7 2.8 3.2 3.5 - - 

①共同生活援助・共同生活介護 

（３）居住系サービス 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用者（万人） 
見込 5.9 6.8 8.3 8.2 9.1 10.0 

実績 5.6 6.3 7.2 8.2 - - 

②施設入所支援 

第２期障害福祉計画 第３期障害福祉計画 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 

利用者（万人） 
見込 6.0 8.1 12.9 13.6 13.4 13.2 

実績 5.2 7.1 11.1 13.4 - - 
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①相談支援 

（４）相談支援 

第２期障害福祉計画 

H21 H22 H23 

利用者（万人） 
見込 1.6 2.1 2.9 

実績 0.3 0.4 0.4 

②計画相談支援 

第３期障害福祉計画 

H24 H25 H26 

利用者（万人） 
見込 7.0 12.7 19.5 

実績 2.6 - - 

③地域移行支援 

第３期障害福祉計画 

H24 H25 H26 

利用者（万人） 
見込 6,431 7,634 8,960 

実績 547 - - 

④地域定着支援 

第３期障害福祉計画 

H24 H25 H26 

利用者（万人） 
見込 8,189 11,129 13,648 

実績 1,282 - - 
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Ⅰ．障害者等の実態調査について 

 

１． 障害者等の実態把握の必要性と調査の方法 
 

（１）障害者等の実態を把握することの必要性 

○ 障害者又は障害児（以下「障害者等」という。）が地域で自立した生活を送る

ためには、障害福祉サービス等を充実させ、障害者の生活基盤を整備することが

必要となります。このため、市町村・都道府県においては、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障

害者総合支援法」という。）に基づき、障害福祉サービスの提供体制の確保その

他障害者総合支援法に基づく業務の円滑な実施に関する計画（障害福祉計画。以

下「計画」という。）を作成しています。 

○ 平成25年４月に施行された障害者総合支援法においては、市町村が計画を作

成するにあたり、障害者等の心身の状況やその置かれている環境その他の事情

（以下「障害者等の実態」という。）を正確に把握した上で、これらの事情を勘

案し、計画を作成するよう努めることとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）障害者等の実態を把握するための調査 

○ 障害者等の実態を把握するにあたっては、障害者手帳の所持者や障害福祉サー

ビス等の利用実績など、既存の情報で把握が可能なものがある一方で、生活の状

況やサービスの利用意向等のように、当該内容を把握するための調査を行わなけ

れば把握できない内容もあります。 

○ 計画の策定の際、障害者等の実態を把握している自治体では、障害当事者や障

害者団体等に対してヒアリングを実施している場合もありますが、主にアンケー

○障害者総合支援法（抜粋） 

(市町村障害福祉計画) 

第88条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他こ

の法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画(以下「市町村障害福祉計画」という。)

を定めるものとする。 

２～４ 略 

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている

環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害

福祉計画を作成するよう努めるものとする。 
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ト調査を行うことにより、障害者等の実態を把握しています。 

○ そのため、本項目では、アンケート調査についての基本的な内容や調査票の作

成の際のポイント等について整理しています。 

■実態調査の実施状況（Ⅲ．資料編（参考１_問１（34頁）を参照） 

 

 

2． アンケート調査の作成等のポイント 
 

（１）調査の流れ 
○ 障害者等の実態を把握するためのアンケート調査を行う場合の流れとしては、

①計画の作成にあたり調査でどのような内容を把握するのかを整理し、②その上

で調査の対象者を選定した後、③調査票の設計を行い、④作成した調査票に基づ

き調査を実施し、⑤調査結果の集計・分析・評価と計画への反映の検討を行うこ

とが考えられます。 

 

（調査の流れのイメージ） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査内容の整理 
○ 障害者等の実態を把握するためのアンケート調査を行う場合には、地域におけ

る課題等を踏まえ、計画の策定にあたりどのような内容を把握するか等の目的を

整理しておくことが必要になります。 

○ 調査の目的として、例えば、サービスの利用実績がサービスの見込量を超過し

ておりその要因を把握したい場合であれば、現在、障害者手帳を所持しているが

サービスを利用していない方に対してサービスの利用意向等を確認する調査項

調

査

内

容

の

整

理 

対

象

者

の

選

定 

調

査

票

の

設

計 

調

査

の

実

施 

調
査
結
果
の
集
計
・
分

析
・
評
価
、
計
画
へ
の

反
映
の
検
討 

事前に計画の策

定にあたりどの

ような内容を把

握し、それをど

のように計画に

反映していくか

等の整理を行う 

調査の目的に照

らし、調査の対

象者をどうする

かの検討を行う 

調査票の種類

（同一とする

か、複数とする

か）や、調査項

目の内容の検討

を行う 

作成した調査票

に基づく調査の

実施 

クロス集計を用

いた調査結果の

分析、計画へど

う反映していく

かの検討を行う 
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目を設けることや、福祉施設等の入所者の地域生活への意向を確認したい場合に

は、調査の項目として今後地域で生活する意向がどの程度あるかを確認する項目

を設けることが考えられます。 

○ 調査の目的によっては、調査の対象者や調査票の設計に大きな影響が出るため、

計画の策定に必要な情報が全て網羅できるよう整理しておくことが必要になり

ます。 

 

（３）対象者の選定等 
○ 調査の対象者を検討する際には、自治体で所持している情報等も踏まえて検討

することになります。 

○ 調査を実施している自治体では、主に身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者

保健福祉手帳の所持者を対象として調査が行われています。また、手帳の所持者

以外にも、難病患者や発達障害者、高次脳機能障害者の方に対して調査を実施し

ている自治体もあり、この場合には、障害者団体、特別支援学校等の協力を得て

調査が行われています。 

○ 調査の方法としては、できるだけ全数調査（悉皆調査）で行われることが望ま

れますが、費用や時間等の面から抽出調査で実施されることが多くなっています。

抽出調査で実施する場合には、それぞれの手帳所持者からできるだけ同じ割合で

抽出することや、抽出する対象者の選定が恣意的にならないよう工夫する必要が

あります。 

■アンケート調査の対象（Ⅲ．資料編（参考１_問３（35頁）を参照） 

 

※抽出調査における対象者の選定方法の例（等間隔法による抽出） 

○ 抽出調査では、対象者を無作為に選ぶことが重要となりますが、その方法と

しては、等間隔法がよく利用されます。等間隔法とは、母集団の中から一定の

法則により対象者を抽出する方法です。 

○ 例えば、「Ａ市の身体障害者手帳所持者」（5,000人）のうち、200人に対

して調査を行う場合、身体障害者手帳所持者の台帳から、調査の対象者数であ

る200人が抽出されるよう、適当に選んだ起点から等間隔に抽出を行います。 

○ この場合、起点が10番目とすると、10、35、60・・・4,960、4,985と、

25（5000人÷200人）の間隔で番号を選び、対象者を抽出することになりま

す。 

 

※個人情報保護条例との関係 
 ○ 調査の対象者が、例えば精神障害者保健福祉手帳の所持者等の場合で、保有

している個人情報を利用する場合には、各自治体における個人情報保護条例上

の手続等が必要になる場合があります。 
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（４）調査票の設計 

 

① 調査票の設計のポイント 

○ 調査票の設計にあたっては、障害者等の実態が可能な限り正確に把握できるこ

とに加え、回収率等の向上のためにも調査の内容が分かりやすいものとする等の

工夫が必要になります。 

 

（調査票の構成等のポイント） 
 

 

＜全体＞ 

・ 調査目的に照らして、質問項目がふさわしいものであること（目的達成のた

めに必要な項目が過不足なく盛り込まれている） 

・ 質問項目の流れが全体としてスムーズであること（年齢や性別等の簡単に回

答できる質問項目から始める、難しい質問が続くような箇所がないようにする

など） 

・ 文字の大きさや質問項目の配置の仕方など、調査票が読みやすいものになっ

ていること（わかりにくい箇所は質問の順番を矢印で示すなど、視覚的に見や

すくするなど） 

・ 回答者の立場や調査時点など、条件をきちんと示していること（対象者の代

理者が回答することは可能か、その場合はどのような立場で回答するのか、年

齢や経験などを問う場合はいつの時点かなどの条件をはっきりと記載） 

・ 対象者の選定方法、個人情報の保護、アンケート結果の活用方法などについ

て明記し、回答者に不安を与えないようにすること 

＜項目の設計＞ 

・ 質問の回答方法（回答すべき選択肢の数など）、記入方法が正しく明記され

ていること 

・ 質問文に、わかりにくい専門用語、あいまいな表現、配慮を欠く表現などが

ないこと 

・ 1つの質問でできるだけ1つの事柄を聞くこと（1つの質問で複数の事柄を聞

かない） 

・ 回答選択肢は、回答となり得るカテゴリーを重複なく網羅していること（完

全に網羅できない場合は選択肢に「その他」を必ず加える、また、「わからな

い」などの選択肢も適宜追加し、回答しやすい配慮をする） 

・ 回答者を特定の回答に誘導するような書き方をしないこと 

＜配慮することが望まれる内容＞ 

・ 調査票のすべての漢字にルビをつけること（漢字の読みが困難な障害者への

－
7
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配慮） 

・ 点字や音声コードによる調査票を作成すること（視覚障害者への配慮） 

・ 必要に応じて、相手方に出向き個別に聞き取りを行うこと（調査票への記入

が困難な障害者への配慮） 

・ 障害者団体等を通じて、調査に関する説明会等を開催するなど、事前に周知

をしておく（配慮事項等について意見等を聞くことで、回収率の向上にもつな

がる） 
 

 

②調査票の種類 

○ 調査票を設計する際には、調査の結果をどのように計画に反映していくかを基

本として、調査の項目を検討することになりますが、調査の項目の検討にあたり、

調査票を障害種別ごとに作成するのかによって、調査票の項目の設計が異なりま

す。 

○ 調査票を同一とする場合では、障害種別に関わらず共通の項目で構成すること

を基本として、特定の条件を満たす場合の項目（「身体障害者手帳をお持ちの方

にお聞きします」等）を組み合わせることになります。調査票が単一であるため、

調査結果の集計・分析が行いやすくなりますが、障害種別等に応じた特性も細か

く把握する場合、項目数が多くなり、回答者にとって煩雑化しやすくなることに

留意する必要があります。 

○ 複数の種類の調査票とする場合では、主に障害種別ごとの特性を把握するため

の項目で構成されるため、調査項目の構成がわかりやすいものとなりますが、調

査票が障害種別ごとに異なるため、調査結果の集計・分析が難しくなります。 

○ いずれの方法にもメリット・デメリットがあるため、一般的な内容に加えて障

害種別ごとの特性も細かく把握するのか、どのように調査結果を分析するのか等

に留意しながら、適切な方法を選択することになります。 

○ なお、複数の障害を持つ方については、「主たる障害」について回答していた

だくのか等については検討しておく必要があります。 

 

※アンケート調査を実施している自治体の調査票の種類 

・ アンケート調査を実施している自治体の事例では、障害種別に関わらず同一の

調査票としているものが多くなっています。 

・ また、複数の調査票としている場合でも、身体障害者手帳所持者、療育手帳所

持者、精神障害者保健福祉手帳の所持者の調査票は共通とし、難病患者や発達障

害を持つ方には個別の調査票を作成している事例などがあります。 

■アンケート調査における調査票の構成（Ⅲ．資料編（参考１_問４－①（37頁）

を参照） 
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③調査票の項目 

○ 調査票の項目を検討する際には、基本的な情報として、年齢・性別・家族構成

に加え、サービスの見込み量に反映するための項目として、サービスの利用状況

や今後の利用意向等の項目を調査票に盛り込むことが考えられます。 

○ 調査票の項目を検討する際には、例えば、サービスの利用状況や今後の利用意

向等の項目と年齢やその他の項目と組み合わせて分析すること（クロス集計）

も念頭に入れておくことが望まれます。 

○ アンケート調査を実施している自治体で主に共通している調査項目としては、

下表のとおりとなります。下表の項目の他、自治体によっては独自の調査項目

を設定している場合もあります。また、当該項目を基に作成した調査票のひな

型については、参考資料として掲載しています。 

○ なお、障害福祉計画及び障害者計画を一体として作成している自治体が多いた

め、下表の調査項目及び調査票のひな型には、障害福祉計画以外の内容も含ま

れています。 

 

（アンケート調査を実施している自治体の主な調査項目） 
 

分類 項目 内容・利用目的 

回答者 調査に回答す

る方の属性 

・ 代理回答を可能とする場合に回答者の属性（本

人、本人の家族、それ以外）を確認する項目 

性別・年齢・

家族など 

年齢、性別 ・ 基本属性として、回答者の年齢や性別、居住

地（地域別の分析を行う場合）等を確認する項目 

・ 各項目のクロス集計に利用 

居住地 

世帯構成 

生活動作・介

助 

日常生活動作

の状況 

・ 生活動作の状況や支援の必要性、介助者の有

無・状況等を確認する項目 

・ 日常生活におけるサポートの状況や、今後の

サービスニーズ等の分析に利用 

介助者の状況 

障害の状況 手帳の種類、

等級等 

・ 身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健

福祉手帳の所持者の状況とその等級等を確認す

る項目 

・ 障害種別に関わらず同一の調査票とする場合、

障害種別ごとにサービスニーズ等を分析するた

め必須の項目 

住まいや暮ら

しの状況 

現在の住まい ・ 基本属性として、家族と同居しているのか、

福祉施設等に入所しているかを確認する項目 

地域生活への ・ 福祉施設や病院に入所・入院している場合に

－
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意向 地域で生活することへの意向があるかを確認す

る項目 

・ 地域生活への移行等の目標やサービスニーズ

等の分析に利用 

地域生活を行

うための支援 

・ 福祉施設や病院に入所・入院している場合に

地域で生活するために必要と考えている支援に

ついて確認する項目 

・ 地域生活への意向を進めていく上で必要とな

る施策等の検討に利用 

日中の活動状

況や就労の意

向 

外出の状況 ・ 基本属性として、外出頻度（どの程度外出す

るか）を確認する項目 

外出時の同伴

者 

・ 外出時の同伴者（家族、施設職員等）を確認

する項目 

・ 今後のサービスニーズ等の分析に利用 

外出の目的 ・ 基本属性として、外出時の主な目的（通勤・

通学、訓練やリハビリ等）を確認する項目 

外出時に困る

こと 

・ 外出にどのような困難（乗り降りが困難、段

差が多い等）を感じているかを確認する項目 

・ 外出支援のために必要となる施策等の検討に

利用 

日中の過ごし

方 

・ 基本属性として、働いているのか、学校に通

っているか等の状況を確認する項目 

・ 障害者の日中の過ごし方を把握するために利

用 

勤務形態 ・ 働いている場合の就労形態（正職員か非常勤

か等）を確認する項目 

・ 就労している障害者の勤務形態を把握するた

めに利用 

就労の意向 ・ 就労していない場合の就労意向を確認する項

目 

・ 一般就労へのニーズを把握するために利用 

就労支援 ・ 就労支援に必要な内容を確認する項目 

・ 一般就労への移行を進めていく上で必要とな

る施策等の検討に利用 

サービスの利

用状況や今後

障害程度区分

の認定の状況 

・ 障害程度区分の認定状況（認定を受けている

かも含めて）を確認する項目 
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の利用意向 ・ 今後のサービスニーズ等の分析に利用 

サービスの利

用状況や今後

の利用意向 

・ 現在、利用しているサービスや利用していな

いサービスの今後の利用意向（これからも利用し

たい、利用をやめたい等）を確認する項目 

・ サービスニーズの把握の基本情報として利用 

相談相手 相談する相手 ・ 基本属性として、相談先の有無と主な相談先

（家族、施設職員等）を確認する項目 

・ 相談対応・相談支援に対するニーズの把握に

利用 

情報の入手先 ・ 主な情報の入手方法（新聞、広報誌等）を確

認する項目 

・ 情報の入手に関するニーズの把握に利用 

権利擁護 差別や嫌な思

いをしたこと

があるか 

・ 差別や嫌な思いをしたことの経験の有無につ

いて確認する項目 

差別や嫌な思

いをした場所 

・ 差別や嫌な思いをしたことの内容（職場、外

出先等）などを確認する項目 

・ 障害や障害者等に関する普及啓発先の把握等

に利用 

成年後見制度 ・ 成年後見制度の認知状況を確認する項目 

・ 成年後見制度の普及が進んでいるかの分析に

利用 

災害時の避難

等 

災害時に避難

できるか 

・ 災害時の介助の必要性を確認する項目 

・ 一人で避難できるかどうかの状況の分析に利

用 

近所に助けて

くれる人はい

るか 

・ 災害時の共助の可能性を確認する項目 

・ 周りに避難を支援する者がいるかどうかの状

況の分析に利用 

災害時に困る

こと 

・ 災害時に不安を感じていること（治療が受け

られない、避難できない等）を確認する項目 

・ 災害時における不安やニーズの把握に利用 

■アンケート調査の項目（Ⅲ．資料編（参考１_問４－③（39頁）を参照） 

■アンケート調査のひな型（Ⅲ．資料編（参考３）を参照） 

 

 

（５）配布・回収 

－
7
8
－



 

9 

 

○ 調査票の配布・回収は、主に郵送で行われますが、特別な事情等がある場合に

は、訪問して行うことや障害者団体等を通じて間接的に配布・回収を行うことも

考えられます。 

○ また、郵送で調査を行う場合、調査対象者が同居の家族や周囲に障害があるこ

とを隠している場合もあるため、封筒に「障害者」等の表記は使わないことや、

視覚に障害を持つ方に郵送する場合であれば封筒の内容物や宛名等を点字で表

記するなどの対応が望まれます。 

 

 

（６）調査結果の集計・分析、計画への反映 
 

①調査結果の集計・分析 

○ 調査結果の分析にあたっては、項目ごとの分析に加え、クロス集計を行うこと

で、より詳細な分析も合わせて行うことが望まれます。 

○ クロス集計を行う際には、年齢や障害種別を組み合わせることを基本として、

把握したい情報に応じて、各項目との組み合わせを検討することになります。 

 
 

（クロス集計の例①：基本的なクロス集計） 

○ 以下はクロス集計の一例ですが、その他にも調査結果は目的に応じてさまざ

まな分析をすることが望まれます。 

○ なお、クロス集計を行うためには、クロス項目となるカテゴリーを含む設問

がなければならないため、調査票設計の段階で項目を組み込んでおく必要があ

ります。 

○ 例えば、居住地別のクロス集計を考える場合に、調査で中学校区しか聞いて

いない場合、小学校区単位でのクロス集計はできなくなります。小学校区単位

での分析が必要と想定される場合は、設問で小学校区別の居住地を聞く形にし

ておかなければなりません。 
 

■ 障害種別（障害等級）を利用したクロス集計 

○ 障害種別によらず同一の調査票とした場合は、障害種別の項目とその他の

項目によるクロス集計を行うことで、それぞれの生活実態やニーズを詳しく

分析することが考えられます。なお、複数の手帳を所持している重複障害の

方については、各障害にそれぞれカウントして集計する方法、「重複障害」

というカテゴリーを設定して集計する方法など必要に応じて適切な集計を

行います。 

○ 障害等級によるクロス集計では、障害の重さによるニーズの違いなどの分

析、身体障害の種類によるクロス集計では、視覚、聴覚、肢体不自由、内部

障害等それぞれのニーズなどについて分析することが考えられます。 

 

10 

 

 

■ 年齢を利用したクロス集計 

○ ライフステージによりニーズ等が異なっていることが考えられるため、年

齢の項目とその他の項目によるクロス集計を行うことで、それぞれの年齢層

ごとの生活実態やニーズを分析することが考えられます。 

○ 年齢によるクロス集計を行う場合には、障害児（18歳未満）、高齢者（65

歳以上）、その間の年代（18～64歳）の３区分以上にカテゴリー分けを行

うことが考えられます。 
 

■ 居住形態・世帯構成を利用したクロス集計 

○ 居住形態はサービスニーズ等に大きく影響すると想定されるため、在宅・

施設の別や、在宅の場合には、一般の住宅に家族と同居、ひとり暮らし、グ

ループホーム利用等のカテゴリーに区分し、生活実態やニーズを分析するこ

とが考えられます。 
 

■ 居住地を利用したクロス集計 

○ 自治体内における各地域での生活実態やニーズ等に違いがあることが考

えられます。例えば、自治体内で各地域の人口規模が大きく異なっている場

合には、単純集計では人口の大きな地域の状況がより強く反映されることに

なります。 

○ このような場合には、居住地別のクロス集計を行うことで、地域別の状況

を詳しく見ることが考えられます。 

 

（クロス集計の例②：サービス利用量の推計等に用いる場合） 

○ アンケートの結果を計画のサービス見込量に反映することを検討する場

合には、単純にサービスの利用意向等をそのまま反映するのではなく、年齢

や障害種別（障害等級）等の項目とサービスの利用状況や利用意向等の項目

をそれぞれ組み合わせ、細かいクロス集計データを得ることで、より実態に

近いニーズ量の分析を行うことが考えられます。 

○ 以下では、アンケートの結果を計画のサービスの見込量に反映する場合の

クロス集計の一例を照会します。 
 

クロス集計の例 内容 

「障害程度区分の認定の状況」 

× 

「サービスの利用状況」 

× 

「サービスの今後の利用意向」 

・ 「サービスの今後の利用意向」の回答だけでは、

今後、新たにサービス利用者がどの程度増えるの

かを見込むことは難しいと考えられる。 

・ そのため、「サービスを今後利用したい」とし

ている者の中で、「障害程度区分の認定を受けて

いる」（サービス利用の意志があるとみなせる）、

－
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かつ、「現在サービスを利用していない」（新た

なサービス利用者になるとみなせる）者をクロス

集計により算定し、今後、サービスの利用量が増

加するかどうかを分析する。 

「障害程度区分の認定の状況」 

× 

「サービスの今後の利用意向」 

× 

「介護者の健康状態」 

・ 「サービスを今後利用したい」という回答の中

には、近い将来に顕在化する可能性のあるものか

ら、当面の必要性は高くないものまで、さまざま

な段階があると考えられる。 

・ その中から、近く顕在化が想定される量を見込

むため、「障害程度区分の認定を受けていない」

（現時点ではサービス利用の意志はあまりな

い）、かつ、「在宅で家族介護者がおり、健康状

態がよくない」（家族介護が困難になり、サービ

ス利用者になる可能性が高い）者をクロス集計に

より算定し、潜在的なサービスニーズがどの程度

顕在化するかを分析する。 

「一般就労希望」 

× 

「就労訓練希望」 

× 

「就労移行支援サービスの利

用状況」 

× 

「就労移行支援サービスの今

後の利用意向」 

・ 就労移行支援サービスの「サービスを今後利用

したい」という回答の中には、一般就労を希望す

る程度においてさまざまな段階がある。 

・ その中から、近く顕在化が想定される量を見込

むため、「一般就労を希望する」、かつ、「就労

訓練を受けたい」、かつ、「就労移行支援サービ

スを利用していない」、かつ、「今後就労移行支

援サービスを利用したい」者をクロス集計により

算定し、潜在的なサービスニーズがどの程度顕在

化するかを分析する。 
 

 

 

②調査結果の障害福祉計画への反映 

○ 調査の分析の結果、今後サービスの利用者数が増加することが見込まれる等の

課題がある場合には、その結果を障害福祉サービスの見込量等に反映していくこ

とが望まれます。 

○ 調査の結果をサービスの見込量等に反映する場合に留意することとしては、サ

ービスの利用意向等を直接反映すると、見込量と実際の利用量に大幅なずれが生

じる可能性があるため、クロス集計による分析を通じた見込量の算定などをはじ

め、介護者の状況やサービスの利用意向等を勘案した上で、適切な数値を計画に

反映していくことが必要になります。 

■アンケート調査の結果の活用（Ⅲ．資料編（参考１_問５（43頁）を参照） 
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（調査結果をサービス見込量に反映している自治体の事例） 
 

 

○見込量へ反映する際の考え方 

・ アンケート調査の項目をクロス集計することにより、潜在的なニーズを

抽出し、計画の見込量に反映する。 

・ 基本的な考え方としては、「サービスの利用意向の高い者」、「サービ

スの利用の必要性が高い者」を次の考え方により、抽出している。 
 

○ 居宅介護の利用意向の高い者 

障害程度区分の認定を受けている者で、居宅介護の利用状況を「利用

したいが利用できていない」と回答し、居宅介護の利用意向で「今後利

用したい」と回答している者の割合を、支給決定者数に掛けることで利

用者数を推計 
 

○ 居宅介護の利用の必要性が高い者 

障害程度区分の認定を受けていない者で、居宅介護の利用意向を「今

後利用したい」と回答している者のうち、居住の状況で「在宅・独居」・

年齢で「50 歳～64 歳」と回答している者、居住の状況で「在宅・介護

者と同居」・介護者の健康状態で「介護者の健康状態がすぐれない」と

回答している者を、居宅介護の利用の必要性が高い者とし、その割合を

支給未決定者数に掛け、潜在的な利用者の数を推計 

 

○推計等に使用する数値（例） 

① 直近のサービスの利用量は 1,200 人（直近の伸び率は 1.1 倍） 

② 身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳の所持者

のうち、サービスの支給決定者は 1,000 人 

③ 身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳の所持者

のうち、サービスの支給未決定者は 9,000 人（10,000 人－1,000 人） 

④ 障害程度区分の認定を受けている者で、サービスの利用状況を「利用したい

が利用できていない」と回答し、サービスの利用意向で「今後利用したい」

と回答している者の割合は５％（50 人/1000 人） 

⑤ 障害程度区分の認定を受けていない者で、サービスの利用意向を「今後利用

したい」と回答している者のうち、居住の状況で「在宅・独居」・年齢で「50

歳～64 歳」と回答している者、居住の状況で「在宅・介護者と同居」・介護

者の健康状態で「介護者の健康状態がすぐれない」と回答している者の割合

は２％（20 人/1000 人） 

 

－
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○算出方法 

ａ）サービスの利用意向の高い者  

1,000 人（②） × ５％（④） ＝ ５０人（⑥） 

ｂ）サービスの利用の必要性が高い者  

9,000 人（③） × ２％（⑤） ＝ 180 人（⑦） 

【潜在ニーズ計】 

50 人（⑥） ＋ 180 人（⑦） ＝ 230 人 

 

○見込量への反映 

 ・ 潜在ニーズについては、どの時点で顕在化するか不明であるため、今後３

年間のうちに顕在化すると仮定し、直近の利用実績から算出した各年度のサ

ービス利用者に上乗せすることにより算出。 

 平成Ａ年度 平成Ｂ年度 平成Ｃ年度 

a)直近の実績から算出した利用者数 1,320 人 1,452 人 1,597 人 

b)潜在ニーズの利用者数の平均 77 人 77 人 76 人 

合計（a＋b） 1,397 人 1,529 人 1,673 人 

 ※a は、例えば平成Ａ年度の場合、1,200 人×1.1 倍（①より）で算出 

 ※b は、230 人÷３年で算出 
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（参考）ヒアリング調査 

 
○ 以下では、主にアンケート調査を補完する目的で実施されているヒアリング調

査の概要等について、参考として掲載しています。 

 

①ヒアリング調査の概要 

○ ヒアリング調査は、予め把握したい内容を整理した上で、対面等の方法により、

直接対象者に質問事項の聞き取りを行い、その内容から対象者の状況や意識など

を把握する方法です。ヒアリング調査は、限られた対象者に対し、個別に調査を

行うため、アンケート調査で把握することが難しい個々の対象者の意向などを詳

細に聞き取ることができることに加え、質問の意図等の補足的な説明をその場で

行うこともできます。 

 

②ヒアリング調査の対象 

○ ヒアリング調査は、アンケート調査で把握することが難しい内容を把握する場

合や、母集団の総数が不明又は対象者の抽出が難しい場合に、主にアンケート調

査を補完するものとして実施されています。 

○ ヒアリング調査を実施している自治体においては、発達障害者や高次脳機能障

害者の方等に対し、障害者団体等を通じて行っている例があります。 

■ヒアリング調査の対象（Ⅲ．資料編（参考１_問8（44頁）を参照） 

 

③ヒアリング調査の方法 

○ ヒアリング調査の方法としては、対象者１人ずつ面接を行い個別に意見を聞く

「個別ヒアリング」として行うことや、複数の対象者に同時に意見を聞く「グル

ープインタビュー（集団ヒアリング）」の方法があります。 

○ 「個別ヒアリング」では、対象者１人ひとりに話を聞くため、ヒアリング場所

の調達などが比較的容易に行えますが、１対１での対面が対象者にとってストレ

スになる場合があります。また、「グループインタビュー」では、複数の対象者

に同時に話を聞くため、１対１の対面よりはストレスが少なくなりますが、人数

が多いと会場の確保や１人ひとりの話を聞く時間が短くなり、詳細な内容を聞き

取ることが難しくなります。 

 

④ヒアリング調査の項目 

○ 調査の対象者を選定した後、ヒアリング項目をどのような内容とするのか検討

することになります。アンケート調査とは異なり対面で聞き取りを行うため、限

られた時間内に回答を聞き取ることを考えると、対象者には事前に調査の項目を

提示することが望まれます。 

－
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○ また、ヒアリング調査の項目についても、アンケート調査と同様に調査の項目

がわかりやすいものとするような工夫や、漢字にルビをつけること等の配慮を行

うことが望まれます。 

○ なお、ヒアリング調査を実施している自治体における主な質問項目については、

次表のとおりとなっています。 

 

（ヒアリング調査の主な質問項目） 
 

分類 内容・利用目的 

生活の状況 ・ どのように暮らしていますか（家族と同居、

ひとり暮らし等） 

・ 日常生活で困っていることはありますか 

・ 困った時は誰に相談していますか 

・ 急な体調不良や災害のときなどの心配ごと 

・ 仕事面で困っていることはありますか 

福祉サービスや医療ケア ・ 現在、利用しているサービスは何ですか 

・ サービスを利用してよかった点、改善して欲

しい点はありますか 

・ サービスを利用する際に何か困っていること

はありますか 

・ 医療ケアの面で困っていることはありますか 

地域の暮らし ・ 日々の暮らしに困っていることや、環境整備

が必要なことはありますか 

その他ご意見 ・ 行政に期待することなど、何かご意見はあり

ますか 

■ヒアリング調査のひな型（Ⅲ．資料編（参考４）を参照） 

 

⑤ヒアリング調査の実施 

○ 調査の実施にあたっては、事前に対象者と調査日時・場所について調整の上、

事前に調査項目を提示するとともに、調査内容の簡単な説明を行っておくことが

望まれます。 

○ また、対象者に介助者等がいる場合は同席を依頼することや、コミュニケーシ

ョンへの配慮等が必要な場合は、事前に本人・介助者等とも十分な調整を行い、

手話通訳や要約筆記者の手配など、必要な準備をしておくことが必要になります。 

■ヒアリング調査の結果の活用（Ⅲ．資料編（参考１_問９（44頁）を参照） 
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Ⅱ．障害福祉計画のＰＤＣＡサイクルについて 

 

１． PDCAサイクルの必要性等 

 

（１）PDCAサイクルの必要性 

 
①PDCAサイクルの必要性と法上の規定 

○ 計画は、障害者の生活に必要な障害福祉サービス等の提供の確保に向けて推進

されるものであり、関係者が目標等を共有し、その達成に向けて連携するととも

に、進捗状況を確認しながら、工夫・改善を積み重ね、着実に取組を進めていく

ことが必要になります。 

○ そのため、作成した計画については、３年ごとにその進捗を把握するだけでは

なく、定期的にその進捗を把握し、分析・評価の上、課題等がある場合には、随

時、対応していくことが求められます。 

○ 平成25年４月に施行された障害者総合支援法においては、計画に定める事項

について、定期的に調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、

計画を変更することその他の必要な措置を講じること（PDCAサイクル）とさ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②PDCAサイクルとは 

○ 「ＰＤＣＡサイクル」とは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改

善などに広く活用されているマネジメント手法で、「計画（Plan）」「実行（Do）」

「評価（Check）」「改善（Act）」のプロセスを順に実施していくプロセス

です。 

○障害者総合支援法（抜粋） 

第88条の2  市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害福祉計

画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項

を含む。）について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当

該市町村障害福祉計画を変更することその他の必要な措置を講ずるものとする。 
 

第89条の2  都道府県は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（都道府県障害福

祉計画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる

事項を含む。）について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、

当該都道府県障害福祉計画を変更することその他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

－
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○ 業務を進めていくうえで、計画を立て、それを実行し、結果を評価した後、改

善して次のステップへと繋げていく過程は、業務の質を高めていくうえで重要

となります。 

■障害福祉計画におけるPDCAの実施状況（Ⅲ．資料編（参考１_問13（45頁）

を参照） 

 

（PDCAサイクルのイメージ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（Plan） 目標を設定し、目標達成に向けた活動を立案する 

実行（Do） 計画に基づき活動を実行する 

評価（Check） 活動を実施した結果を把握・分析し、考察する（学ぶ） 

改善（Act） 考察に基づき、計画の目標、活動などを見直しする 

 

 

（２）計画におけるPDCAサイクル 

○ 平成27年度を初年度とする第４期計画に係る障害福祉サービス及び相談支援

並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支

援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成

18年厚生労働省告示第395号。以下「基本指針」という。）では、計画にPDCA

サイクルを導入するにあたり、第二における目標を成果目標とし、第三における

計画の作成に関する事項である障害福祉サービスの見込量等を活動指標として

います。（成果目標と活動指標の関係については、（成果目標と活動指標の関係）

にまとめています。） 

○ その上で、基本指針におけるPDCAサイクルのプロセスは、次のとおりとされ

ています。 

・ 成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、

障害者施策や関連施策の動向も踏まえながら、計画の中間評価として、分析・

評価を行い、必要があると認めるときは、計画の変更や事業の見直し等の措置

Do Act 

Plan 

Check 
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を講じること 

・ また、中間評価の際には、協議会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、

その結果について公表することが望ましいこと 

・ 活動指標については、より高い頻度で実績を把握し、設定した見込量の達成

状況等の分析・評価を行うことが望ましいこと 

○ 第４期計画においては、これらのPDCAサイクルのプロセスを念頭に、計画の

作成の段階において、基本指針に即しつつ地域の実情に応じて成果目標及び活動

指標を設定するとともに、成果目標の達成に向けて必要となる活動指標について

も整理しておくことが必要となります。 

 

※ 「成果目標」とは、障害福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本指

針の中で、基本理念等を踏まえて国全体で達成すべき目標として設定するもの。 

※ 「活動指標」とは、国全体で達成すべき数値目標の形では設定しないが、都道

府県・市町村において、基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的考え

方、障害福祉サービスの提供体制確保に関する成果目標等を達成するために必要

となるサービス提供量等の見込みとして設定するもの。 

 

（障害福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の内容を踏まえ、事業

を実施する。 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認

めるときは、障害福祉計画の見直し等を実施。 

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定するとともに、障害福

祉サービスの見込量の設定やその他確保方策等を定める。 

■成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握

し、障害者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障害福祉計画の中間評価

として分析・評価を行う。 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について公

表することが望ましい。 

■活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評価

を行うことが望ましい。 

・障害福祉計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、サービス

提供体制に関する見込量の見込み方の提示 

基本指針 

計画（Plan） 

改善（Act） 実行（Do） 

評価（Check） 

－
8
3
－



 

19 

 

 

（成果目標と活動指標の関係） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 障害福祉計画におけるPDCAサイクル 

 

（１）計画（Plan） 
○ 計画においてPDＣＡサイクルを実施することを考えると、計画の作成の段階

から、①計画の策定と評価を行う体制の整理を行うこと、②成果目標の設定とそ

れらを測る活動指標を整理しておくこと、③計画の策定の段階で、どの時点で実

績を把握し分析・評価を行うかのスケジュールを整理しておくことが必要と考え

られます。 

 

①計画に関わる様々な主体の計画策定への参画、評価の体制の整理 

○ 計画の内容は障害分野だけでなく労働分野など様々な分野に関係することか

ら、庁内の関係部局だけでなく、サービス事業所や障害者団体等の関係者と協力

し、目標達成に向けて取組みを進めることが必要になります。 

○ 計画の作成の際には、多くの自治体において協議会や施策推進協議会等を活用

（
基
本
指
針
の
理
念
）
自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現 

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に 

 

施設入所者の地域生活への移行 
○ 地域生活移行者の増加 

○ 施設入所者の削減 

入院中の精神障害者の地域生活

への移行 
○ 入院後3ヶ月時点の退院率の上昇 

○ 入院後 1年時点の退院率の上昇 

○ 在院期間1年以上の長期在院者の退

院者数の増加 

障害者の地域生活の支援 
○ 地域生活支援拠点の整備 

福祉施設から一般就労への移行 
○ 福祉施設利用者の一般就労への移行

者の増加 

○ 就労移行支援事業の利用者の増加 

○ 就労移行支援事業所の就労移行率の

増加 

○ 生活介護の利用者数、利用日数 

○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 

○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

○ 共同生活援助の利用者数 

○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 

○ 施設入所支援の利用者数 ※施設入所者の削減 

○ 自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 

○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 

○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

○ 共同生活援助の利用者数 

○ 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利用者数 

○ 就労移行支援の利用者、利用日数 

○ 就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就労移行

支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型） 

（都道府県のみ） 

○ 公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設の利

用者の支援件数 

○ 委託訓練事業の受講者数 

○ 障害者試行雇用事業の開始者数 

○ 職場適応援助者による支援の対象者数 

○ 障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数 

（成果目標） 

（活動指標） 
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することにより、障害当事者も含めた会議体で意見を聴くなど、計画の作成の段

階から多くの関係者が参画し、目標の共有が図られています。 

○ これにより、計画の実行に向けた関係者の当事者意識を高めるとともに、多く

の関係主体が関わることで計画の実行段階での連携・協力を行いやすくなること

が考えられます。 

○ また、計画の策定に関わった関係者は、計画の進行管理の一貫性の観点から、

計画の評価の際にも関わることが望まれます。なお、自治体によっては、計画の

策定・評価に複数の会議体が関係する場合がありますが、会議体ごとに意見が分

かれることが想定されるため、それぞれの会議体の役割は事前に整理しておくこ

とが望まれます。 

■PDCAサイクルの実施体制（Ⅲ．資料編（参考１_問15（46頁）を参照） 

 

②目標と指標の整理 

○ PDCAサイクルで成果目標と活動指標を設定し、中間評価等においてその進捗

状況の確認を行うにあたり、計画の作成の段階で成果目標と関連する活動指標に

ついて整理しておくことが必要です。 

○ 基本指針において示されている成果目標と活動指標の関係は、前述の「成果目

標と活動指標の関係」のとおり示されていますが、独自に目標や指標を設定する

ことで、より適切な評価が行われるよう工夫することが望まれます。また、目標

等を独自に設定する場合、明確に数値で図れるものを設定しておくことが必要で

あり、例えば、「障害者が安心して暮らせる地域社会の実現」といった抽象的・

理念的なものでは分析・評価が難しくなります。 

○ なお、成果目標を設定する際の考え方や、対応する活動指標については、管理

用のシートを作成し、経年的に状況を確認できるようにしておくことが望まれま

す。当該管理用のシートがあれば、PDCAサイクルにおける年度ごとの活動の評

価・改善の状況も含めて管理できるため、次期計画の見直し等においても活用す

ることができます。 

  

－
8
4
－
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（ＰＤＣＡサイクルの管理用シートのイメージ） 
 

基本指針の目標 目標Ａ 
 

計
画
（
Ｐ
）
→
実
施
（
Ｄ
） 

目標値 

 平成 29 年度末までの目標Ａの人数 ●人（●％） 

（平成 25 年度末の●人の●％以上） 

【目標設定の考え方等】 

 ●●を基に設定。現状、●●が課題となっており、目標の達成に向けて●

●等を実施。 

 H27 H28 H29 

目標① 
人 

（％） 

人 

（％） 

人 

（％） 
 

 【参考】第３期計画での実績（見込） 累計目標人数●人 

 H24 H25 H26 

目標② 
●人 

（●％） 

●人 

（●％） 

●人 

（●％） 
 

主な活

動指標

（内

容） 

○活動指標等の一覧 

 H27 H28 H29 

活動指標① 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 人 人 人 

活動指標② 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 人 人 人 

活動指標③ 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 ●人 ●人 ●人 
 

H●年度 

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ） 

【目標等を踏まえた評価、

改善方策（案）】 

 

 

 

 

 

 

【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】 

 

③PDCAサイクルのスケジュール設定 

○ PDCAサイクルを行い計画の内容の進行管理を適切に行うためには、計画の作

成時点において、どの時点で実績を把握し、評価を行うかについて、整理してお

くことが必要です。 

○ 成果目標や活動指標の実績を把握するためには、独自に調査を行うことが必要

となることもあり、評価のタイミングに合わせて準備をしておく必要があります。

また、評価の結果、課題等が見つかった場合に改善につなげていくことを考える

と、次年度の予算要求のタイミングに合わせてスケジュールを立てることが考え
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られます。 

 

（ＰＤＣＡサイクルのスケジュール設定のイメージ） 
 

月 庁内での取組 庁外（協議会等）での取組 

４月   

５月 （関係部局） 

・目標等の進捗状況の調査、分析、

課題等の整理 

 

６月 ・目標等の進捗状況の報告、意

見集約 ７月  

8月 （関係部局） 

・協議会等の意見等を踏まえ、対

応方針を検討 

 

９月  

１０月 （庁内推進会議等①） 

・検討状況の進捗の報告等 

 

１１月  

１２月 
（庁内推進会議等②） 

・検討状況の進捗の報告等 
 

１月 
（庁内推進会議等③） 

・検討状況の進捗の報告等 
 

２月  ・次年度の取組等を報告、意見

集約 ３月  

 ※中間評価を行う際を想定。 

 

 

（２）実行（Do） 
○ 計画の実行の段階では、作成した新しい計画を基に目標等の達成に向けて施策

を推進していくことになりますが、その他にも新しい計画の周知を図ることや、

評価のために実績を把握するための準備等を行うことが必要になります。 

 

①計画の周知 

○ 作成した新しい計画については、サービス事業所や障害者団体等だけではなく、

広く管内の住民に対しても周知を行うことが必要になります。 

○ その際には、計画の概要を作成し計画の全体とともにホームページ等に掲載す

ることや、広報誌・チラシ・パンフレット、障害者団体等が発行する広報紙等を

通じて、計画の周知を図ることが考えられます。 

 

 

－
8
5
－
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②評価（Check）のための準備 

○ ＰＤＣＡサイクルを実施するにあたり、成果目標等の実績を把握する必要があ

りますが、サービスの利用実績のように障害者自立支援給付等実績データ（国保

連データ）では把握できないものについては、独自に調査を行う必要があります。 

○ 独自に調査を行う場合、調査に時間がかかることが考えられるため。計画の作

成の際に作成したPDCAサイクルのスケジュール等を基に、中間評価に向けて調

査票を作成しておくなど、実績を把握するための準備をしておくことが望まれま

す。 

 

 

（３）評価（Check） 
○ 計画の評価の段階においては、少なくとも１年に１回中間評価を行うことが必

要となります。また、活動指標を用いた中間評価についても、より高い頻度で実

績を把握し、分析・評価を行うことが望まれます。 

 

①中間評価 

○ 計画の中間評価では、設定した成果目標と活動指標の実績を基に、直近の伸び

から計画最終年度において設定した目標が達成できるかどうか等を含めて分

析・評価を行い、必要に応じて計画を見直すこと等の措置を検討することになり

ます。 

○ 中間評価においては、設定した目標等に向けて数値の推移に問題がない場合に

は、引き続き、実施している施策等の推進を行っていくことになりますが、数値

の推移に問題が見られる場合には、その要因の分析が必要となります。要因の分

析においては、当事者やサービス事業者からなる計画策定に関わった組織体に意

見を聴くなどの方法により、利用者や事業者の視点からの意見も収集し、課題の

抽出の参考とすることが考えられます。 

○ また、要因分析の結果、成果目標等が達成される見込みがない等の課題が抽出

された場合、成果目標等が達成されるよう改善方策の検討を行うことが必要であ

り、この場合、必要に応じて、活動指標として設定した施策の見直しや新規施策

の追加、計画の見直し等も含めてどのような対応をとるかを検討することになり

ます。 

 

②活動指標を用いたより頻回な分析・評価 

○ 活動指標を用いた分析・評価においては、その時点における実績から、達成見

込み等を含めた状況の分析を行うことになります。 
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○ 活動指標における分析・評価は、中間評価を行う時期を見据えながら適切な時

期に、設定した活動指標の見込量のとおり順調な伸び等がみられるかどうかの確

認を行うことになります。 

 

③分析・評価の結果のとりまとめと課題抽出 

○ 中間評価、活動指標を用いたより頻回な分析・評価いずれについても、計画の

担当部署が分析・評価の結果をまとめることになりますが、とりまとめにあたっ

ては、目標等に関連する個々の事業等を担当する部署に現状分析を依頼するなど、

庁内における情報収集を行うとともに、課題を明確にしなければ、次の改善につ

なげていくことは困難になるため、上記のようにサービス事業者等からの情報な

ども含め、現状を多面的に分析することで課題の抽出までを行っておく必要があ

ります。 

○ これらの結果は表などの形にわかりやすく整理し、最終的な評価主体となる組

織体（前述の協議会など）に提示し、評価の妥当性の検証と改善方向の検討を行

うことが望まれます。 

 

（分析・評価の視点の例） 
 

成果目標 ・ 目標の設定の際の想定をふりかえり、実績との差異を分析する。 

・ 目標にかかる活動指標の実績を分析し、目標への寄与の状況を評

価する。また、目標に関わる事業者等の動向についても合わせて把

握し、現在の課題等を整理する。 

・ 目標と実績で齟齬が生じている場合は、現状をふまえて目標を見

直すのか、目標に向けて新たな活動指標（事業等の充実や新規事業

の追加等）の設定を行うのか等について検討を行う。 

活動指標 ・ 国保連データ等を活用し、サービス利用実績と見込量との差異を

分析する。 

・ 国保連データで実績が把握できない活動指標を設定した場合、必

要に応じて調査等を実施。 

・ 事業者等の動向について把握し、サービスの供給状況や稼働状況

等から今後のサービス提供体制について検討する。 

・ サービス利用実績と計画の見込量との乖離が大きい場合は、サー

ビスの利用・供給増に向けた活動内容の充実や新たな活動の検討等

を行う。 

 

 

（４）改善（Act） 
○ 計画の改善の段階においては、中間評価の結果等を受け、施策の見直し・新規

－
8
6
－



 

25 

 

施策の追加や計画の見直し等も含めた対応を実施することになります。 

○ 計画の見直しを行う場合においては、協議会等における意見も交えつつ、計画

の策定に必要となる手続を踏まえた上で、計画の見直しを行うことになります。 

○ なお、現在、計画についてＰＤＣＡサイクルを実施している自治体の取組事例

については、参考として掲載しております。 

 

①計画そのものの見直しと計画の推進方策の見直し 

○ 評価の結果、改善項目がきわめて多くなり、計画のあり方そのものに大きな問

題が想定される場合には、計画期間内であっても、計画そのものの見直しを考え

る必要があります。計画期間中に、計画そのものを見直す必要が生じることは、

計画策定後にきわめて大きな状況変化が生じた場合などが考えられます。 

○ 一方、評価の結果を受け、施策の見直し・新規施策を追加するといった計画の

推進方策の改善を行う取組みは、ＰＤＣＡサイクルを実施している自治体でさま

ざまに行われています。 

 

②改善に向けた取組みの検討と実施 

○ 評価により課題を抽出し、その改善に向けた具体的な取組みを検討します。取

り組みの実施にあたっては予算措置が必要となる場合も多いため、前述のように

適切なスケジュールを設定し、速やかに実施できる体制としておくことが重要で

す。 

○ 改善の取組みの具体化の手順としては、協議会等に評価結果、課題、取組み方

向の案などを提示し、改善についての提言等を整理します。庁内の関係部署はそ

れを受けて具体的な事業等を計画・立案し、予算措置も含めて実行に向けた取組

みを進めることが考えられます。その結果はさらに評価・検証を受け、こうして

ＰＤＣＡサイクルが循環します。 

 

（ＰＤＣＡサイクルを実施している自治体での改善例） 
 

 課題 主な改善の取組み例 

成果目標

関連 

地域生活移行

が進まない 

・ 重度障害者が入居できるグループホームが少なく、

移行が難しくなっているため、重度者対応のグルー

プホーム整備に向けた取組みを進める。 

・ 施設への聞き取りによれば、緊急時対応などの不

安が強いため、在宅での緊急時支援の体制について

充実策を検討する。 

・ 地域移行に関して相談先が限られており、十分な

対応ができていないと考えられたため、相談支援の

充実を進める。 
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・ 地域移行に向け、宿泊型自立訓練施設等の効果的

な活用方策を検討する。 

福祉施設から

一般就労への

移行が進まな

い 

・ 一般企業の障害者雇用をさらに進める必要がある

ため、障害者雇用に関する支援制度などの情報提供、

就労希望者の紹介などの体制をさらに強化する。 

・ 就労移行支援事業の利用ニーズに対して、事業所

が不足しているため、事業所参入の条件整備を検討

する。 

・ 就労を希望する障害者への支援として、関係機関

が連携し、より効果的な個別支援のあり方を検討す

る。 

活動指標

関連 

供給が想定よ

り遅れている 

・ 当初の見込みと比べて供給体制の整備が遅れてい

ることから、事業者と連携して体制整備を前倒しで

進める（相談支援等）。 

・ 地域に事業所が少なく、特に障害児を受け入れら

れる事業所がないため、事業所と連携して障害児受

け入れ体制の整備を図る（短期入所等）。 

利用が想定よ

り少ない 

・ 利用は年々増加しているものの、事業所において、

的確なニーズ把握ができていないという課題がみら

れることから、ニーズの洗い出し等、地域支援の枠

組みの中で連携を進める（居宅介護等）。 

・ 利用者ニーズを満たすためには、事業所だけでな

く、各種地域資源との連携や活用が重要であるため、

事業の周知を進め、連携先の拡充を進める（就労移

行支援等）。 

・ 重度障害者が利用できる事業所が少ないことから、

重度者が利用できる基盤整備について検討を進める

（生活介護等）。 

・ サービスメニューに関して、余暇支援などのニー

ズが高くなっていることから、現状の補助内容を見

直して余暇関連の充実を促進（地域活動支援センタ

ー等）する。 

・ 事業所の立地が偏在しており、サービスを利用し

にくい地域があることから、当該地域でのサービス

提供に対する補助を行う（生活介護等）。 

 

 
（５）ＰＤＣＡサイクルの結果の公表 
○ 中間評価の結果については、障害当事者や障害福祉サービス事業者などの関係

者のほか、一般住民等も含めて広く公開することが望まれます。 

－
8
7
－
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○ 公表にあたっては、閲覧者が理解し易いように工夫するとともに、協議会等で

使用した資料もできるだけ公開することが望まれます。ＰＤＣＡサイクルを実施

している自治体においては、協議会等の計画の策定や評価に関わった組織体に諮

った会議資料等をホームページで公開していることが多くみられます。 

○ また、資料の公表にあたっては、読み上げソフト対応とする等、情報を得やす

くする配慮を行うことが望まれます。  
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（参考）ＰＤＣＡサイクルを実施している自治体の実施体制等 
 

 

（市町村の例） 

①ＰＤＣＡサイクルの実施体制 

○ 計画の実施状況の評価等を行うための体制として、障害者団体等で構成され

る外部組織と、庁内の関係者で構成される内部組織を置き、それぞれ連携し

て評価等を行っている。 

○ 外部組織としては、自立支援協議会を活用しており、協議会の下にテーマ

ごとに部会を設置し、毎年度の計画の実施状況等の評価を行い、提言として

意見集約を行っている。また、内部組織としては、担当者レベルでの会議体

と担当課長レベルでの会議体を設け、それぞれ計画の進行管理を含めた事業

の評価等を行っている。 

（組織体制の概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役割：部会で検討した内容の承認、障害者福祉の増進に係る全般的な方向性の検討等 

構成員：障害者団体、学識経験者、医療機関、サービス事業者等 

開催回数等：年２回、各部会で検討した内容について協議会として検討 

総会 

役割：個別のテーマに関する仕組みづくり・計画の進行管理・次期計画の準備等を

行う等 

構成員：協議会の構成団体より推薦を受けた者（各9～12名程度で構成） 

開催回数等：月１回程度定例会を開催 

専門部会 

庁外組織（自立支援協議会） 

運営会議 

役割：部会意見の集約・調整 

構成員：専門部会長 

開催回数等：月１回程度定例会を開催 

部会の協議内容を伝達 

庁内組織 

連絡調整会議（担当課長会議） 

役割：計画の進行管理、事業の評価を行うこと、庁内検討専門部会で検討された内容

を協議し、協議会・部会へ報告すること 

検討専門部会（担当者会議） 

役割：計画進行管理等の検討、各部会での検討内容を分野ごとの担当者間で検討する

こと等 

外部組織と内部組織は連携をとることで、

計画の進行管理、事業の評価を行う 

－
8
8
－
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②ＰＤＣＡサイクルのスケジュール 

○ 計画の実施状況の評価等を行う流れとしては、次のようなスケジュールで実

施している。 

 

１月 取組状況の把握（庁内関係者）  

前年の実績を把握し、取組状況を整理（進行管理票を作成） 

 

２月～４月 各専門部会、運営会議、総会  

自立支援協議会において、評価・提言の作成（進行管理票を作成） 

 

５月 庁内連絡調整会議（関係課長会議）  

自立支援協議会における評価・提言案を報告、提言を受けた内容の事業化等を

関係課に依頼 

６月 行政評価（庁内関係者）  

提言をふまえ、関係課で結果をとりまとめ、行政評価を作成 

 

７月～9月 検討結果の照会、再提言 

関係課の事業化等の方針を照会、自立支援協議会での確認、再提言等のとり

まとめ 

 

10月～ 提言内容の事業化 

関係課による提言内容の事業化、行政評価結果の公表 

 

 

③計画実施状況の評価等に基づく事業見直し、新規事業化等 

○ 法定サービスで、見込に対し供給が不足しているものについては、その要

因を分析し、事業者参入の条件整備を検討するなどの取組みを行っている。 

○ また、計画の評価における提言等をふまえ、日中一時支援事業の箇所数の

増加、社会参加促進事業系の事業内容見直し（訓練事業から余暇支援事業

への変更）、相談窓口の一元化などの対応を実施した。 
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（都道府県の例） 

①ＰＤＣＡサイクルの実施体制 

○ 計画の実施状況の評価等を行うための体制として、障害者団体等で構成さ

れる外部組織と、庁内の関係者で構成される内部組織を置いている。 

○ 外部組織としては、障害者施策推進協議会を活用し、毎年度の計画の実施

状況等の評価を行っている。 

○ また、内部組織としては、医療・保健・福祉等に係る主要な施策の進捗状

況などを把握、協議し、施策の推進を図るための庁内推進会議を設置してお

り、計画の進行管理を含めた事業の評価、事業化の検討等を行っている。 

 

（組織体制の概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＰＤＣＡサイクルのスケジュール 

○ 計画の実施状況の評価等を行う流れとしては、次のようなスケジュールで実

施している。 

 

役割：障害者施策に係る全般的な方向性の検討など 

構成員：障害当事者、有識者、障害者団体など 

開催回数：原則、年２回 

庁外組織（障害者施策推進協議会） 

庁内組織 

庁内推進会議 

役割：医療・保健・福祉等に係る主要な施策の進捗状況などを把握、

協議し、施策の推進を図る 

構成員：知事、副知事、教育長、関係部課長、関係出先機関長など 

開催回数：年４回 

障害福祉担当課（関係課） 

障害福祉計画の進捗状況を調査、分析、課題の整理を行い、施策推進協議会の

意見等を踏まえ、具体的な事業を検討する。 

具体的な事業（施策）の進捗状況等を

報告、事業化の検討などを行う 

障害福祉計画や事業の進捗状

況等を報告、意見集約 

－
8
9
－
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５月～６月 進捗状況調査 

事業所等を対象に地域移行や一般就労への移行等について調査、分析 

⇒ 課題の整理、報告資料の作成 

６月 庁内推進会議 

具体的な事業（施策）について進捗状況等を報告 

 

６月～７月 障害者施策推進協議会 

進捗状況調査の結果等を報告、意見集約 

 

８月～９月 進捗状況や意見を踏まえ、事業化の方針を検討 

 

 

９月 庁内推進会議 

具体的な事業（施策）について進捗状況等を報告 

事業化の方針案を報告、検討 

10月～11月 事業化の検討（次年度予算への反映） 

 

 

12月 庁内推進会議 

具体的な事業（施策）について進捗状況等を報告 

新規事業案の報告等 

２月 庁内推進会議 

具体的な事業（施策）について進捗状況等を報告 

新規事業等の確認 

２月～３月 障害者施策推進協議会 

次年度の取組（新規事業など）を報告、意見集約 

 

③計画実施状況の評価等に基づく事業見直し、新規事業化等 

○ 計画の評価等により、圏域によって通所サービスの利用に大きな差が見ら

れたため、中山間地域での事業所立ち上げに対する補助事業を創設するな

どの取組みを行った。 
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Ⅲ．資料編 

（参考１） 

 

障害福祉計画における障害者等の実態把握と 

PDCA サイクルの実施状況に関する調査 結果概要 

 

 

 

Ⅰ．調査概要 

◆平成25年7月25日～8月13日を調査期間とし、全国自治体（一部被災自治体を除く）に

対し、第3期障害福祉計画の策定における障害者等の実態把握の状況、計画のＰＤＣＡ実

施の状況を調査。 

◆対象1,781自治体に照会し、957自治体より回答（回収率53.7％） 

◆そのうち、記載漏れなど不備事項のある回答を除き、728サンプルを有効回答として集計

に利用。 

◆有効回答728サンプルの内訳は、都道府県28、市区町村700。また、市区町村の内訳は、

政令市・中核市・特別区が計50、その他の市が341、町村が309。 

 

 

Ⅱ．調査結果 

（１）障害福祉計画の策定形態 

◆第3期障害福祉計画の策定形態は、単独の計画として策定している場合と、障害者基本計

画等と一体的な計画として策定している場合がほぼ半々である。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 728 28 700 50 341 309

382 18 364 29 183 152

52.5% 64.3% 52.0% 58.0% 53.7% 49.2%

346 10 336 21 158 157

47.5% 35.7% 48.0% 42.0% 46.3% 50.8%

都道
府県

全体
市区
町村

障害福祉計画単独で策定

障害者基本計画（障害者基本法に基づく計画）と
の一体的な計画として策定

－
9
0
－
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（２）「障害者の実態把握」に関する事項 

 

問１ 「実態把握調査」の実施状況 

◆4割以上の自治体がアンケート調査を行っている。一方、各種調査を行っていない自治体

は約3割である。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

問２ アンケート調査の実施概要 

◆アンケート調査は、障害福祉計画以外も想定して実施している場合が多い。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 
 

 

 

 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 728 28 700 50 341 309

318 3 315 30 181 104

43.7% 10.7% 45.0% 60.0% 53.1% 33.7%

93 3 90 3 62 25

12.8% 10.7% 12.9% 6.0% 18.2% 8.1%

245 14 231 24 155 52

33.7% 50.0% 33.0% 48.0% 45.5% 16.8%

177 6 171 18 119 34

24.3% 21.4% 24.4% 36.0% 34.9% 11.0%

99 7 92 13 51 28

13.6% 25.0% 13.1% 26.0% 15.0% 9.1%

216 7 209 7 64 138

29.7% 25.0% 29.9% 14.0% 18.8% 44.7%

全体
都道
府県

市区
町村

障害者等へのアンケート調査を実施

特に実施していない

その他

障害福祉サービス事業者等への調査（アンケー
ト、ヒアリング等）を実施

障害者団体等へのヒアリング、説明会、意見交換
会などを実施

障害者等へのヒアリング調査を実施（障害者本人
のほか、家族等への調査も含む）

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104

121 0 121 13 68 40

38.1% 0.0% 38.4% 43.3% 37.6% 38.5%

179 3 176 13 107 56

56.3% 100.0% 55.9% 43.3% 59.1% 53.8%

18 0 18 4 6 8

5.7% 0.0% 5.7% 13.3% 3.3% 7.7%

都道
府県

市区
町村

全体

障害福祉計画、障害者基本計画以外の計画策定
や事業検討などの資料を得ることも想定して実施

障害福祉計画のほか、障害者基本計画策定のた
めの資料を得ることも想定して実施

障害福祉計画の策定のみを目的として実施
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問３ アンケート調査の調査対象 

◆3障害の手帳所持者については9割以上が対象としている。「上記以外の対象者」としては、

サービス利用者を対象とした調査などが行われている。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

◆それぞれの調査対象で、調査を行ったサンプル数を聞いたところ、身体障害者手帳所持者

の場合では約1/3が1,000サンプル以上としている。その他の対象では100～500程度の

サンプル数としているところが多い。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104

299 3 296 25 170 101

94.0% 100.0% 94.0% 83.3% 93.9% 97.1%

299 3 296 25 170 101

94.0% 100.0% 94.0% 83.3% 93.9% 97.1%

287 3 284 22 168 94

90.3% 100.0% 90.2% 73.3% 92.8% 90.4%

51 1 50 3 23 24

16.0% 33.3% 15.9% 10.0% 12.7% 23.1%

7 0 7 2 4 1

2.2% 0.0% 2.2% 6.7% 2.2% 1.0%

18 1 17 3 13 1

5.7% 33.3% 5.4% 10.0% 7.2% 1.0%

104 1 103 17 65 21

32.7% 33.3% 32.7% 56.7% 35.9% 20.2%

全体
都道
府県

市区
町村

上記以外の対象者

障害者団体等を経由して実施

特定疾患医療受給者

身体障害者手帳所持者

精神障害者保健福祉手帳所持者

自立支援医療受給者

療育手帳所持者

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

299 3 296 25 170 101
13 0 13 0 4 9

4.3% 0.0% 4.4% 0.0% 2.4% 8.9%
72 0 72 4 27 41

24.1% 0.0% 24.3% 16.0% 15.9% 40.6%
78 1 77 3 49 25

26.1% 33.3% 26.0% 12.0% 28.8% 24.8%
64 0 64 5 50 9

21.4% 0.0% 21.6% 20.0% 29.4% 8.9%
36 1 35 13 22 0

12.0% 33.3% 11.8% 52.0% 12.9% 0.0%
36 1 35 0 18 17

12.0% 33.3% 11.8% 0.0% 10.6% 16.8%

100サンプル未満

全体
都道
府県

市区
町村

身体障害者手帳所持者

100～499サンプル

500～999サンプル

1,000～1,999サンプル

サンプル数不明

2,000サンプル以上

－
9
1
－
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政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

299 3 296 25 170 101
62 0 62 0 20 42

20.7% 0.0% 20.9% 0.0% 11.8% 41.6%
139 0 139 7 99 33

46.5% 0.0% 47.0% 28.0% 58.2% 32.7%
30 1 29 10 19 0

10.0% 33.3% 9.8% 40.0% 11.2% 0.0%
7 0 7 5 1 1

2.3% 0.0% 2.4% 20.0% 0.6% 1.0%
3 1 2 2 0 0

1.0% 33.3% 0.7% 8.0% 0.0% 0.0%
58 1 57 1 31 25

19.4% 33.3% 19.3% 4.0% 18.2% 24.8%
287 3 284 22 168 94
96 0 96 0 41 55

33.4% 0.0% 33.8% 0.0% 24.4% 58.5%
111 1 110 10 86 14

38.7% 33.3% 38.7% 45.5% 51.2% 14.9%
22 1 21 8 13 0

7.7% 33.3% 7.4% 36.4% 7.7% 0.0%
5 0 5 3 1 1

1.7% 0.0% 1.8% 13.6% 0.6% 1.1%
1 0 1 1 0 0

0.3% 0.0% 0.4% 4.5% 0.0% 0.0%
52 1 51 0 27 24

18.1% 33.3% 18.0% 0.0% 16.1% 25.5%
51 1 50 3 23 24
13 0 13 0 2 11

25.5% 0.0% 26.0% 0.0% 8.7% 45.8%
16 0 16 0 9 7

31.4% 0.0% 32.0% 0.0% 39.1% 29.2%
4 1 3 0 3 0

7.8% 100.0% 6.0% 0.0% 13.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
18 0 18 3 9 6

35.3% 0.0% 36.0% 100.0% 39.1% 25.0%
7 0 7 2 4 1
2 0 2 0 1 1

28.6% - 28.6% 0.0% 25.0% 100.0%
4 0 4 1 3 0

57.1% - 57.1% 50.0% 75.0% 0.0%
1 0 1 1 0 0

14.3% - 14.3% 50.0% 0.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全体
都道
府県

市区
町村

精神障害者保健福祉手帳所持者

500～999サンプル

サンプル数不明

サンプル数不明

100サンプル未満

100～499サンプル

1,000～1,999サンプル

2,000サンプル以上

500～999サンプル

1,000～1,999サンプル

2,000サンプル以上

サンプル数不明

自立支援医療受給者

100サンプル未満

100～499サンプル

療育手帳所持者

100サンプル未満

100～499サンプル

500～999サンプル

1,000～1,999サンプル

2,000サンプル以上

特定疾患医療受給者

100サンプル未満

100～499サンプル

500～999サンプル

1,000～1,999サンプル

2,000サンプル以上

サンプル数不明
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問４－① アンケート調査の構成 

◆調査票の構成は、障害種別に関わらず同一としているところが約6割である。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

 

 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

18 1 17 3 13 1
5 0 5 0 4 1

27.8% 0.0% 29.4% 0.0% 30.8% 100.0%
5 0 5 3 2 0

27.8% 0.0% 29.4% 100.0% 15.4% 0.0%
4 1 3 0 3 0

22.2% 100.0% 17.6% 0.0% 23.1% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
4 0 4 0 4 0

22.2% 0.0% 23.5% 0.0% 30.8% 0.0%
104 1 103 17 65 21
28 1 27 1 18 8

26.9% 100.0% 26.2% 5.9% 27.7% 38.1%
36 0 36 6 22 8

34.6% 0.0% 35.0% 35.3% 33.8% 38.1%
14 0 14 6 6 2

13.5% 0.0% 13.6% 35.3% 9.2% 9.5%
11 0 11 2 8 1

10.6% 0.0% 10.7% 11.8% 12.3% 4.8%
5 0 5 1 4 0

4.8% 0.0% 4.9% 5.9% 6.2% 0.0%
10 0 10 1 7 2

9.6% 0.0% 9.7% 5.9% 10.8% 9.5%

全体
都道
府県

市区
町村

サンプル数不明

1,000～1,999サンプル

2,000サンプル以上

100サンプル未満

100～499サンプル

500～999サンプル

上記以外

2,000サンプル以上

サンプル数不明

100サンプル未満

100～499サンプル

500～999サンプル

障害者団体等を経由して実施

1,000～1,999サンプル

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104

94 1 93 14 57 22

29.6% 33.3% 29.5% 46.7% 31.5% 21.2%

204 2 202 10 114 78

64.2% 66.7% 64.1% 33.3% 63.0% 75.0%

20 0 20 6 10 4

6.3% 0.0% 6.3% 20.0% 5.5% 3.8%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

障害種別に関わらず、同一の調査票とした

障害種別で複数の調査票を作成した（身体障害者
用、知的障害者用、障害児用など）

－
9
2
－
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問４－② アンケート調査票の作成方法 

◆調査票は、各自治体で独自に作成している場合が多くなっている。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104

91 0 91 12 50 29
28.6% 0.0% 28.9% 40.0% 27.6% 27.9%

207 3 204 15 120 69
65.1% 100.0% 64.8% 50.0% 66.3% 66.3%

10 - 10 1 6 3
3.1% - 3.2% 3.3% 3.3% 2.9%

10 0 10 2 5 3
3.1% 0.0% 3.2% 6.7% 2.8% 2.9%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

都道府県などから提供された調査票のひな型を利
用

独自にオリジナルの調査票を作成（委託等による
作成も含む）

過去に実施した調査の調査票をそのまま（若干の
手直し含む）利用
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問４－③ アンケート調査の項目 

◆調査目的に応じたさまざまな項目が設定されている。サービス利用のほか、生活に関する

ことや、日中活動、就労状況などを聞いている場合が多い。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104
310 3 307 30 175 102

97.5% 100.0% 97.5% 100.0% 96.7% 98.1%
306 3 303 30 172 101

96.2% 100.0% 96.2% 100.0% 95.0% 97.1%
297 3 294 29 167 98

93.4% 100.0% 93.3% 96.7% 92.3% 94.2%
145 1 144 13 86 45

45.6% 33.3% 45.7% 43.3% 47.5% 43.3%
227 2 225 23 127 75

71.4% 66.7% 71.4% 76.7% 70.2% 72.1%
33 2 31 2 15 14

10.4% 66.7% 9.8% 6.7% 8.3% 13.5%
301 3 298 30 170 98

94.7% 100.0% 94.6% 100.0% 93.9% 94.2%
300 3 297 30 170 97

94.3% 100.0% 94.3% 100.0% 93.9% 93.3%
88 1 87 8 51 28

27.7% 33.3% 27.6% 26.7% 28.2% 26.9%
77 1 76 11 47 18

24.2% 33.3% 24.1% 36.7% 26.0% 17.3%
76 1 75 10 40 25

23.9% 33.3% 23.8% 33.3% 22.1% 24.0%
209 3 206 21 118 67

65.7% 100.0% 65.4% 70.0% 65.2% 64.4%
132 1 131 12 68 51

41.5% 33.3% 41.6% 40.0% 37.6% 49.0%
101 2 99 11 53 35

31.8% 66.7% 31.4% 36.7% 29.3% 33.7%
168 0 168 18 94 56

52.8% 0.0% 53.3% 60.0% 51.9% 53.8%
98 0 98 11 57 30

30.8% 0.0% 31.1% 36.7% 31.5% 28.8%
14 0 14 2 10 2

4.4% 0.0% 4.4% 6.7% 5.5% 1.9%
174 3 171 14 100 57

54.7% 100.0% 54.3% 46.7% 55.2% 54.8%
49 1 48 5 22 21

15.4% 33.3% 15.2% 16.7% 12.2% 20.2%
121 2 119 9 66 44

38.1% 66.7% 37.8% 30.0% 36.5% 42.3%
28 0 28 3 18 7

8.8% 0.0% 8.9% 10.0% 9.9% 6.7%
109 1 108 6 70 32

34.3% 33.3% 34.3% 20.0% 38.7% 30.8%
24 1 23 4 12 7

7.5% 33.3% 7.3% 13.3% 6.6% 6.7%

性別

年齢

その他

医療に関するニーズ・要望

主治医の状況

通院状況

必要とする医療ケアの状況

その他

金銭管理等の介助

生活動作の介助

コミュニケーション状況

身体状況･健康状態

障害の診断

障害種別･等級

その他

世帯構成

居住地

回答者の属性

回答者の障害の状況

回答者の健康状態、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ

医療に関すること

全体
都道
府県

市区
町村

その他

手帳外の障害の状況（発達、難病、高次脳等)

－
9
3
－
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（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 
  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104
271 3 268 27 159 82

85.2% 100.0% 85.1% 90.0% 87.8% 78.8%
233 2 231 24 133 74

73.3% 66.7% 73.3% 80.0% 73.5% 71.2%
62 2 60 6 35 19

19.5% 66.7% 19.0% 20.0% 19.3% 18.3%
118 1 117 5 67 45

37.1% 33.3% 37.1% 16.7% 37.0% 43.3%
133 1 132 8 91 33

41.8% 33.3% 41.9% 26.7% 50.3% 31.7%
17 1 16 2 9 5

5.3% 33.3% 5.1% 6.7% 5.0% 4.8%
287 3 284 28 160 96

90.3% 100.0% 90.2% 93.3% 88.4% 92.3%
109 0 109 12 57 40

34.3% 0.0% 34.6% 40.0% 31.5% 38.5%
175 3 172 19 109 44

55.0% 100.0% 54.6% 63.3% 60.2% 42.3%
196 1 195 20 107 68

61.6% 33.3% 61.9% 66.7% 59.1% 65.4%
172 2 170 15 93 62

54.1% 66.7% 54.0% 50.0% 51.4% 59.6%
29 1 28 4 13 11

9.1% 33.3% 8.9% 13.3% 7.2% 10.6%
262 3 259 24 152 83

82.4% 100.0% 82.2% 80.0% 84.0% 79.8%
248 3 245 23 142 80

78.0% 100.0% 77.8% 76.7% 78.5% 76.9%
90 2 88 8 53 27

28.3% 66.7% 27.9% 26.7% 29.3% 26.0%
175 2 173 16 101 56

55.0% 66.7% 54.9% 53.3% 55.8% 53.8%
8 0 8 0 7 1

2.5% 0.0% 2.5% 0.0% 3.9% 1.0%
212 2 210 21 126 63

66.7% 66.7% 66.7% 70.0% 69.6% 60.6%
188 2 186 18 113 55

59.1% 66.7% 59.0% 60.0% 62.4% 52.9%
30 1 29 1 18 10

9.4% 33.3% 9.2% 3.3% 9.9% 9.6%
116 0 116 7 67 42

36.5% 0.0% 36.8% 23.3% 37.0% 40.4%
5 1 4 1 3 0

1.6% 33.3% 1.3% 3.3% 1.7% 0.0%

都道
府県

市区
町村

全体

居住地域の外出等のしやすさ

自宅等のバリアフリー状況

居住の在宅･施設の別

日常生活で不安を感じること

収入状況や経済状況

暮らし向きの意識

その他

環境整備に関するニーズ・要望

相談対応･相談支援に関するニーズ・要望

相談窓口等の認知状況

相談先

その他

生活支援に関するニーズ・要望

その他

情報支援に関するニーズ・要望

情報バリアを感じること

情報入手の方法

その他

居住環境に関すること

生活に関すること

相談に関すること

情報入手に関すること

 

40 

 

 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 
  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104
279 3 276 26 158 92

87.7% 100.0% 87.6% 86.7% 87.3% 88.5%
199 3 196 19 111 66

62.6% 100.0% 62.2% 63.3% 61.3% 63.5%
199 2 197 18 117 62

62.6% 66.7% 62.5% 60.0% 64.6% 59.6%
232 2 230 24 119 87

73.0% 66.7% 73.0% 80.0% 65.7% 83.7%
37 1 36 8 21 7

11.6% 33.3% 11.4% 26.7% 11.6% 6.7%
282 3 279 29 160 90

88.7% 100.0% 88.6% 96.7% 88.4% 86.5%
238 3 235 21 134 80

74.8% 100.0% 74.6% 70.0% 74.0% 76.9%
165 3 162 18 92 52

51.9% 100.0% 51.4% 60.0% 50.8% 50.0%
192 3 189 19 109 61

60.4% 100.0% 60.0% 63.3% 60.2% 58.7%
32 1 31 7 17 7

10.1% 33.3% 9.8% 23.3% 9.4% 6.7%
207 3 204 18 119 67

65.1% 100.0% 64.8% 60.0% 65.7% 64.4%
166 3 163 16 91 56

52.2% 100.0% 51.7% 53.3% 50.3% 53.8%
129 1 128 13 78 37

40.6% 33.3% 40.6% 43.3% 43.1% 35.6%
123 3 120 9 62 49

38.7% 100.0% 38.1% 30.0% 34.3% 47.1%
14 1 13 3 7 3

4.4% 33.3% 4.1% 10.0% 3.9% 2.9%
306 2 304 30 174 100

96.2% 66.7% 96.5% 100.0% 96.1% 96.2%
281 2 279 28 160 91

88.4% 66.7% 88.6% 93.3% 88.4% 87.5%
264 1 263 23 153 87

83.0% 33.3% 83.5% 76.7% 84.5% 83.7%
96 1 95 7 55 33

30.2% 33.3% 30.2% 23.3% 30.4% 31.7%
102 1 101 11 52 38

32.1% 33.3% 32.1% 36.7% 28.7% 36.5%
170 1 169 17 104 48

53.5% 33.3% 53.7% 56.7% 57.5% 46.2%
30 0 30 8 14 8

9.4% 0.0% 9.5% 26.7% 7.7% 7.7%

全体
都道
府県

市区
町村

障害福祉サービス等の利用状況

その他

療育、特別支援教育等に関するニーズ・要望

就学、進学、進路等の希望

通園･通学状況

その他

サービス利用のための基盤整備等に関するニー
ズ・要望

成年後見制度など支援制度の利用意向

成年後見制度など支援制度の認知状況

障害福祉サービス等の利用意向

その他

日中活動に関するニーズ・要望

日中の居場所

外出の状況

その他

就労支援に関するニーズ・要望

就労意向

就労経験

就労に関すること

日中活動に関すること

教育に関すること

サービス利用に関すること

－
9
4
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（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104
226 0 226 13 137 76

71.1% 0.0% 71.7% 43.3% 75.7% 73.1%
106 0 106 7 64 35

33.3% 0.0% 33.7% 23.3% 35.4% 33.7%
74 0 74 3 44 27

23.3% 0.0% 23.5% 10.0% 24.3% 26.0%
154 0 154 7 92 55

48.4% 0.0% 48.9% 23.3% 50.8% 52.9%
115 0 115 6 65 44

36.2% 0.0% 36.5% 20.0% 35.9% 42.3%
26 0 26 3 19 4

8.2% 0.0% 8.3% 10.0% 10.5% 3.8%
139 2 137 7 83 47

43.7% 66.7% 43.5% 23.3% 45.9% 45.2%
115 2 113 5 73 35

36.2% 66.7% 35.9% 16.7% 40.3% 33.7%
61 0 61 2 39 20

19.2% 0.0% 19.4% 6.7% 21.5% 19.2%
16 1 15 1 9 5

5.0% 33.3% 4.8% 3.3% 5.0% 4.8%
228 0 228 20 134 74

71.7% 0.0% 72.4% 66.7% 74.0% 71.2%
213 0 213 18 129 66

67.0% 0.0% 67.6% 60.0% 71.3% 63.5%
71 0 71 3 43 25

22.3% 0.0% 22.5% 10.0% 23.8% 24.0%
119 0 119 8 64 47

37.4% 0.0% 37.8% 26.7% 35.4% 45.2%
76 0 76 1 47 28

23.9% 0.0% 24.1% 3.3% 26.0% 26.9%
27 0 27 5 17 5

8.5% 0.0% 8.6% 16.7% 9.4% 4.8%
104 2 102 12 55 35

32.7% 66.7% 32.4% 40.0% 30.4% 33.7%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

差別解消に関するニーズ・要望

差別や嫌な思いをした経験

その他

介護者支援のニーズ・要望

介護の負担感、不安

介護者の健康状態

介護者の続柄、年齢・性別等

その他

防災･防犯に関するニーズ・要望

防災・防犯で不安を感じること

要援護者情報共有等の意向

防災等の備えの状況

防災、防犯に関すること

差別に関すること

介護者に関すること

その他のカテゴリー
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問５ アンケート調査結果の計画への反映状況 

◆アンケート調査の結果から何らかの課題が把握できたというところが多く、施策検討に活

用した自治体がほぼ半数である。また、サービス見込量の推計に活用したというところも

半数ある。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

問７ ヒアリング調査の実施した理由 

◆アンケートで把握が難しい生活実態等を聞き取るというところが多く、アンケートの補完

として実施されている。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 318 3 315 30 181 104

143 2 141 13 81 47

45.0% 66.7% 44.8% 43.3% 44.8% 45.2%

109 1 108 8 63 37

34.3% 33.3% 34.3% 26.7% 34.8% 35.6%

15 0 15 1 9 5

4.7% 0.0% 4.8% 3.3% 5.0% 4.8%

159 1 158 15 83 60

50.0% 33.3% 50.2% 50.0% 45.9% 57.7%

27 0 27 1 14 12

8.5% 0.0% 8.6% 3.3% 7.7% 11.5%

26 1 25 1 17 7

8.2% 33.3% 7.9% 3.3% 9.4% 6.7%

5 0 5 0 5 0

1.6% 0.0% 1.6% 0.0% 2.8% 0.0%

8 0 8 0 8 0

2.5% 0.0% 2.5% 0.0% 4.4% 0.0%

全体
都道
府県

市区
町村

現在の施策に課題はみられず、今後も継続して続
けていくべきことが確認できた

施策上の課題が得られたが、施策等に十分に反
映することは難しかった

施策上の課題が得られたため、新規施策の検討
や既存施策の見直し･拡充などを行った

分析が難しく、政策上の課題を把握することが困
難だった

その他

サービス見込量の推計に利用していない

サービス見込量を推計したが、計画に反映するこ
とは難しかった

サービス見込量を推計し、計画に反映した

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 93 3 90 3 62 25

59 1 58 3 40 15

63.4% 33.3% 64.4% 100.0% 64.5% 60.0%

33 1 32 0 19 13

35.5% 33.3% 35.6% 0.0% 30.6% 52.0%

11 0 11 0 10 1

11.8% 0.0% 12.2% 0.0% 16.1% 4.0%

7 1 6 0 5 1

7.5% 33.3% 6.7% 0.0% 8.1% 4.0%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

障害者団体等から、計画策定にあたってヒアリン
グをしてほしいとの要望があった

アンケートは実施せず、ヒアリングで実態把握等を
行うことにした

アンケートでは把握が難しい生活実態、ニーズなど
を聞き取るため

－
9
5
－
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問８ ヒアリング調査の対象者の選定方法 

◆半数が、障害者団体等に依頼している。また、「その他」としているところも多い。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

問９ ヒアリング調査結果の計画への反映状況 

◆ヒアリング調査の結果から何らかの課題が把握できたというところが多く、施策検討に活

用した自治体が半数以上となっている。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

 

  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 93 3 90 3 62 25

3 0 3 0 0 3

3.2% 0.0% 3.3% 0.0% 0.0% 12.0%

1 1 0 0 0 0

1.1% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

48 0 48 2 37 9

51.6% 0.0% 53.3% 66.7% 59.7% 36.0%

39 2 37 1 23 13

41.9% 66.7% 41.1% 33.3% 37.1% 52.0%

全体
都道
府県

市区
町村

障害者手帳所持者等から無作為抽出し、個別に
依頼

その他

障害者団体等に対象者選定を依頼

公募を行い、応募者から選定

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 93 3 90 3 62 25

52 2 50 1 40 9

55.9% 66.7% 55.6% 33.3% 64.5% 36.0%

34 0 34 1 20 13

36.6% 0.0% 37.8% 33.3% 32.3% 52.0%

2 0 2 0 0 2

2.2% 0.0% 2.2% 0.0% 0.0% 8.0%

5 1 4 0 4 0

5.4% 33.3% 4.4% 0.0% 6.5% 0.0%

3 0 3 0 2 1

3.2% 0.0% 3.3% 0.0% 3.2% 4.0%

都道
府県

市区
町村

全体

分析が難しく、政策上の課題を把握することが困
難だった

その他

現在の施策等に課題はみられず、今後も継続して
続けていくべきことが確認できた

施策上の課題が得られたが、施策等に十分に反
映することは難しかった

施策上の課題が得られ、それをふまえて新規施策
の検討や既存施策の見直し･拡充などを行った
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（３）障害福祉計画のＰＤＣＡに関する事項 

 

問12 行政計画全般におけるＰＤＣＡの実施状況 

◆行政計画のＰＤＣＡについて、自治体全体としての方針を聞いたところ、全体的な方針等

があるところが約1割、方針等はないがＰＤＣＡを行っている計画が多いというところが

約3割、ＰＤＣＡを行っている計画は少ないというところがほぼ半数となっている。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

 

問13 障害福祉計画におけるＰＤＣＡの実施状況 

◆障害福祉計画については、ＰＤＣＡを行っているところが4割、行っていないところが6割

という状況である。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 
  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 728 28 700 50 341 309

100 4 96 7 61 28

13.7% 14.3% 13.7% 14.0% 17.9% 9.1%

244 16 228 27 142 59

33.5% 57.1% 32.6% 54.0% 41.6% 19.1%

337 4 333 8 119 206

46.3% 14.3% 47.6% 16.0% 34.9% 66.7%

47 4 43 8 19 16

6.5% 14.3% 6.1% 16.0% 5.6% 5.2%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

自治体として行政計画のPDCAを行うための方針･
指針等はなく、PDCAを行っている計画は少ない

自治体として行政計画のPDCAを行うための方針･
指針等はないが、PDCAを行っている計画が多い

自治体として行政計画のPDCAを行うための方針･
指針等を定めており、それに従って各計画の
PDCAを行っている

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 728 28 700 50 341 309

290 22 268 32 160 76

39.8% 78.6% 38.3% 64.0% 46.9% 24.6%

438 6 432 18 181 233

60.2% 21.4% 61.7% 36.0% 53.1% 75.4%

全体
都道
府県

市区
町村

実施していない

実施している

－
9
6
－
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問14 障害福祉計画におけるＰＤＣＡの記載 

◆計画への記載については、ほぼ半数がＰＤＣＡについて記載をしている。一方、ＰＤＣＡ

を行っていても計画に記載していないところも3割ある。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

問15 障害福祉計画におけるＰＤＣＡの体制 

◆ＰＤＣＡにかかる体制としては、会議体などを組織しているところが約8割となっている。

一方、関係部署に照会するなどの情報収集を行っているところは3割弱、ＰＤＣＡの結果

を公表しているところは1割未満とわずかである。 

（上段：回答数、下段：割合 *複数回答） 

 

 

 

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 290 22 268 32 160 76

45 5 40 2 28 10

15.5% 22.7% 14.9% 6.3% 17.5% 13.2%

152 9 143 16 83 44

52.4% 40.9% 53.4% 50.0% 51.9% 57.9%

88 7 81 14 46 21

30.3% 31.8% 30.2% 43.8% 28.8% 27.6%

5 1 4 0 3 1

1.7% 4.5% 1.5% 0.0% 1.9% 1.3%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

特に何も記載していない

PDCAを行うことを記載している

PDCAの体制や具体的な方法を記載している

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 290 22 268 32 160 76

27 2 25 3 14 8

9.3% 9.1% 9.3% 9.4% 8.8% 10.5%

234 21 213 25 133 55

80.7% 95.5% 79.5% 78.1% 83.1% 72.4%

78 11 67 14 44 9

26.9% 50.0% 25.0% 43.8% 27.5% 11.8%

35 6 29 5 16 8

12.1% 27.3% 10.8% 15.6% 10.0% 10.5%

7 0 7 0 6 1

2.4% 0.0% 2.6% 0.0% 3.8% 1.3%

20 5 15 3 11 1

6.9% 22.7% 5.6% 9.4% 6.9% 1.3%

19 0 19 3 8 8

6.6% 0.0% 7.1% 9.4% 5.0% 10.5%

都道
府県

市区
町村

全体

その他

PDCAの結果をとりまとめ、公表している

障害者等に対して、サービスの評価、ニーズ等を
聞くためにアンケートやヒアリングなどを行っている

サービス事業者等に定期的に照会し、サービス利
用者数やサービス利用状況の動向などの情報収
集を行っている

関係部署に定期的に照会し、計画のPDCAのため
の情報収集を行っている

障害当事者や支援者、サービス事業者等を含む
会議体で、計画のPDCAを行っている

庁内に、計画のPDCAを行うための会議体を設置し
ている
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問16 ＰＤＣＡによる障害福祉計画の見直し等の状況 

◆ＰＤＣＡにより、計画の見直し等を行ったところはわずかである。ＰＤＣＡにより改善点

などが明らかになったが見直しまで至っていないというところが約3割。ＰＤＣＡにより

改善事項等は見られなかったというところが約6割となっている。 

（上段：回答数、下段：割合） 

 

 

 

 

  

政令市・
中核市・
特別区

その他
市

町村

N= 290 22 268 32 160 76

2 0 2 0 1 1

0.7% 0.0% 0.7% 0.0% 0.6% 1.3%

18 3 15 0 10 5

6.2% 13.6% 5.6% 0.0% 6.3% 6.6%

83 7 76 6 51 19

28.6% 31.8% 28.4% 18.8% 31.9% 25.0%

168 8 160 23 87 50

57.9% 36.4% 59.7% 71.9% 54.4% 65.8%

19 4 15 3 11 1

6.6% 18.2% 5.6% 9.4% 6.9% 1.3%

全体
都道
府県

市区
町村

その他

PDCAの結果から計画の進捗に大きな問題はな
く、見直しの必要は生じていない

PDCAの結果により改善等をすべき事項が明らか
になったが、見直しまでは至っていない

計画の見直しはしていないが、PDCAの結果により
個別事業などの見直しを行ったことがある

PDCAの結果に基づき、計画の見直しを行ったこと
がある

－
9
7
－



 

47 

 

（参考２） 
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－
9
8
－
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－
9
9
－
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（参考３） 

 

福祉
ふ く し

に関
かん

するアンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

へのご協力
ごきょうりょく

のお願
ねが

い 
 

  日頃
ひ ご ろ

より●●市
し

の福祉
ふ く し

行政
ぎょうせい

にご理
り

解
かい

・ご協
きょう

力
りょく

をいただき、ありがとうございま

す。 

  ●●市
し

では現在
げんざい

、平成
へいせい

●年度
ね ん ど

を初年度
し ょ ね ん ど

とする第
だい

●期
き

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

計画
けいかく

の策定
さくてい

に向
む

けた

取
と

り組
く

みを進
すす

めています。そのため、市民
し み ん

の皆
みな

さまの福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の利用
り よ う

実態
じったい

や

福祉
ふ く し

に関
かん

する意識
い し き

、意向
い こ う

などを把握
は あ く

し、計画
けいかく

策定
さくてい

や施策
し さ く

推進
すいしん

に役立
や く だ

てるための

アンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

を実施
じ っ し

することになりました。 

  調査
ちょうさ

の対象者
たいしょうしゃ

は、●●から選
えら

ばせていただきました。 

  この調査
ちょうさ

は、無記名
む き め い

でご回
かい

答
とう

いただきますので、回答
かいとう

された方
かた

が特定
とくてい

されたり、

個人
こ じ ん

の回答
かいとう

内容
ないよう

が明
あき

らかにされたりすることはありません。調査票
ちょうさひょう

は●●市
し

個人
こ じ ん

情報
じょうほう

保護
ほ ご

条例
じょうれい

にしたがい、適切
てきせつ

な管理
か ん り

をいたします。 

  また、ご回
かい

答
とう

いただいた内容
ないよう

は、統計的
とうけいてき

な処理
し ょ り

を行
おこな

い、計画
けいかく

策定
さくてい

および施策
し さ く

推進
すいしん

のための基礎
き そ

資料
しりょう

としてのみ使用
し よ う

し、その他
た

の目的
もくてき

で使
つか

われることは一切
いっさい

ありませ

ん。調査
ちょうさ

の趣旨
し ゅ し

をご理
り

解
かい

いただき、ご協
きょう

力
りょく

くださいますようお願
ねが

いいたします。 

 

平成
へいせい

●年
ねん

●月
がつ

 ●●市
し

 

 

＜記入
きにゅう

要領
ようりょう

＞ 

・宛名
あ て な

のご本
ほん

人
にん

が直接
ちょくせつ

回答
かいとう

いただくことが難
むずか

しい場合
ば あ い

には、家族
か ぞ く

や介護者
か い ご し ゃ

の方
かた

など

が、ご本
ほん

人
にん

の意向
い こ う

を尊重
そんちょう

して記入
きにゅう

してください。 

・質問
しつもん

への回答
かいとう

方法
ほうほう

は、それぞれ質問
しつもん

文
ぶん

に記載
き さ い

していますので、質問
しつもん

文
ぶん

をよく読
よ

んで

お答
こた

えください。 

・記入
きにゅう

が終
お

わりましたら、●月
がつ

●日
にち

までに同封
どうふう

の返信用
へんしんよう

封筒
ふうとう

を使
つか

ってご返送
ご へ ん そ う

ください。 

・このアンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

へのご質
しつ

問
もん

などは、下記
か き

までお問
と

い合
あ

わせください。 

 

【問
と

い合
あ

わせ先
さき

】 
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福祉
ふ く し

に関
かん

するアンケート
あ ん け ー と

調査
ちょうさ

 

調査票
ちょうさひょう

 
 

 

問
とい

１ お答
こた

えいただくのは、どなたですか。（○は１つだけ） 

１．本人
ほんにん

（この調査票
ちょうさひょう

が郵送
ゆうそう

された宛名
あ て な

の方
かた

） 

２．本人
ほんにん

の家族
か ぞ く

 

３．家族
か ぞ く

以外
い が い

の介助者
かいじょしゃ

 

※これ以降
い こ う

、この調査票
ちょうさひょう

が郵送
ゆうそう

された宛名
あ て な

の方
かた

を「あなた」とお呼
よ

びしますので、ご本人
ほんにん

（こ

の調査票
ちょうさひょう

の対象者
たいしょうしゃ

：障
しょう

がいのある方
かた

）の状 況
じょうきょう

などについて、お答
こた

えください。 

 

 

あなた（宛名
あ て な

の方
かた

）の性別
せいべつ

・年齢
ねんれい

・ご家族
か ぞ く

などについて 

問
とい

２ あなたの年齢
ねんれい

をお答
こた

えください。（平成
へいせい

○年
ねん

○月
がつ

○日
にち

現在
げんざい

） 

 

満
まん

  歳
さい

 

 

問
とい

３ あなたの性別
せいべつ

をお答
こた

えください。（○は１つだけ） 

１．男性
だんせい

 ２．女性
じょせい

 

 

問
とい

４ あなたがお住
す

まいの地域
ち い き

はどこですか。（○は１つだけ） 

１． 

２． 

３． 

４． 

５． 

※各自治体で設定 

 

問
とい

５ 現在
げんざい

、あなたが一緒
いっしょ

に暮
く

らしている人は、どなたですか。（あてはまるものす

べてに○） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども  

４．その他
た

（           ） 

５．いない（一人
ひ と り

で暮
く

らしている） 

※グループホーム、福祉
ふ く し

施設
し せ つ

等
とう

を利用
り よ う

されている方
かた

は「５．」としてください。 

－
1
0
0
－
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問
とい

６ 日常
にちじょう

生活
せいかつ

で、次のことをどのようにしていますか。①から⑩のそれぞれにお答
こた

ください。（①から⑩それぞれに○を１つ） 

項
こう

   目
もく

 
ひとりで 

できる 

一部
い ち ぶ

介助
かいじょ

が 

必要
ひつよう

 

全部
ぜ ん ぶ

介助
かいじょ

が 

必要
ひつよう

 

① 食事
しょくじ

 １ ２ ３ 

② トイレ １ ２ ３ 

③ 入浴
にゅうよく

 １ ２ ３ 

④ 衣服
い ふ く

の着脱
ちゃくだつ

 １ ２ ３ 

⑤ 身
み

だしなみ １ ２ ３ 

⑥ 家
いえ

の中
なか

の移動
い ど う

 １ ２ ３ 

⑦ 外出
がいしゅつ

 １ ２ ３ 

⑧ 家族
か ぞ く

以外
い が い

の人
ひと

との意思
い し

疎通
そ つ う

 １ ２ ３ 

⑨ お金
かね

の管理
か ん り

 １ ２ ３ 

⑩ 薬
くすり

の管理
か ん り

 １ ２ ３ 

 

（問
とい

６で「一部
い ち ぶ

介助
かいじょ

が必要
ひつよう

」又
また

は「全部
ぜ ん ぶ

介助
かいじょ

が必要
ひつよう

」と答
こた

えた方
かた

） 

問
とい

７ あなたを介助
かいじょ

してくれる方
かた

は主
おも

に誰
だれ

ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども  

５．ホームヘルパーや施設
し せ つ

の職員
しょくいん

 

６．その他
た

の人
ひと

（ボランティア等
とう

） 

 

（問
とい

７で１．～３．を答
こた

えた方
かた

） 

問
とい

８ あなたを介助
かいじょ

してくれる家族
か ぞ く

で、特
とく

に中心
ちゅうしん

となっている方
かた

の年齢
ねんれい

、性別
せいべつ

、健康
けんこう

状態
じょうたい

をお答
こた

えください。 
 

①年齢
ねんれい

（平成
へいせい

○年
ねん

○月
がつ

○日
にち

現在
げんざい

） 

満
まん

  歳
さい

 

 

②性別
せいべつ

（○は１つだけ） 

１．男性
だんせい

 ２．女性
じょせい

 

 

③健康
けんこう

状態
じょうたい

（○は１つだけ） 

１．よい ２．ふつう ３．よくない 
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あなたの 障
しょう

がいの 状 況
じょうきょう

について 

問
とい

９ あなたは身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

をお持
も

ちですか。（○は１つだけ） 

１．1級
きゅう

 

２．2級
きゅう

 

３．3級
きゅう

 

４．4級
きゅう

 

５．5級
きゅう

 

６．6級
きゅう

 

７．持
も

っていない 

 

 

問
とい

10 身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

をお持
お も

ちの場合
ば あ い

、主
しゅ

たる障害
しょうがい

をお答
こた

ください。 

（○は１つだけ） 

１．視覚
し か く

障害
しょうがい

 

２．聴覚
ちょうかく

障害
しょうがい

 

３．音声
おんせい

・言語
げ ん ご

・そしゃく機能
き の う

障害
しょうがい

 

４．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（上肢
じょうし

） 

５．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（下肢
か し

） 

６．肢体
し た い

不自由
ふ じ ゆ う

（体
たい

幹
かん

） 

７．内部
な い ぶ

障害
しょうがい

（１～６以外
い が い

） 

 

問
とい

11 あなたは療育
りょういく

手帳
てちょう

をお持ちですか。（○は１つだけ） 

１．Ａ判定
はんてい

 ２．Ｂ判定
はんてい

 ３．Ｃ判定
はんてい

 ４．持
も

っていない 

 

問
とい

12 あなたは精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

をお持ちですか。（○は１つだけ） 

１．1級
きゅう

 ２．2級
きゅう

 ３．3級
きゅう

 ４．持
も

っていない 

 

問
とい

13 あなたは難病
なんびょう

（特定
とくてい

疾患
しっかん

）の認定
にんてい

を受
う

けていますか。（○は一つだけ） 

※難病
なんびょう

（特定
とくてい

疾患
しっかん

）とは、関節
かんせつ

リウマチやギラン・バレ症候群
しょうこうぐん

などの治療法
ちりょうほう

が

確立
かくりつ

していない疾病
しっぺい

その他
た

の特殊
とくしゅ

の疾
しっ

病
ぺい

をいいます。 

１．受
う

けている ２．受
う

けていない 

 

問
とい

14 あなたは発達
はったつ

障害
しょうがい

として診断
しんだん

されたことがありますか。（○は一つだけ） 

※発達
はったつ

障害
しょうがい

とは、自閉症
じへいしょう

、アスペルガー症候群
しょうこうぐん

その他
た

の広汎性
こうはんせい

発達
はったつ

障害
しょうがい

、

学習
がくしゅう

障害
しょうがい

、注意欠陥多動
ちゅういけっかんたどう

性
せい

障害
しょうがい

などをいいます。 

１．受
う

けている ２．受
う

けていない 

 

 

 

 

－
1
0
1
－
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問
とい

15 あなたは高次
こ う じ

脳
のう

機能
き の う

障害
しょうがい

として診断
しんだん

されたことがありますか。 

（○は一つだけ） 

※高次
こ う じ

脳
のう

機能
き の う

障害
しょうがい

とは、一般
いっぱん

に、外傷性
がいしょうせい

脳
のう

損傷
そんしょう

、脳
のう

血管
けっかん

障害
しょうがい

等
とう

により脳
のう

に

損傷
そんしょう

を受
う

けその後遺症
こういしょう

等
など

として生
しょう

じた記憶
き お く

障害
しょうがい

、注意
ちゅうい

障害
しょうがい

、社会的
しゃかいてき

行動
こうどう

障害
しょうがい

などの認知
に ん ち

障害
しょうがい

等
など

を指
さ

すものとされており、具体的
ぐたいてき

には「会話
か い わ

がうまく

かみ合
あ

わない」等
とう

の症 状
しょうじょう

があります。 

１．受
う

けている ２．受
う

けていない 

 

問
とい

16 あなたが現在
げんざい

受
う

けている医療
いりょう

ケア
け あ

をご回答
ご か い と う

ください。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．気管
き か ん

切開
せっかい

 

２．人工
じんこう

呼吸器
こ き ゅ う き

（レスピレーター
れ す ぴ れ ー た ー

） 

３．吸 入
きゅうにゅう

 

４．吸引
きゅういん

 

５．胃
い

ろう・腸
ちょう

ろう 

６．鼻腔
び こ う

経管
けいかん

栄養
えいよう

 

７．中心
ちゅうしん

静 脈
じょうみゃく

栄養
えいよう

（ＩＶＨ） 

８．透析
とうせき

 

９．カテーテル
か て ー て る

留置
りゅうち

 

１０．ストマ
す と ま

（人工
じんこう

肛門
こうもん

・人工
じんこう

膀胱
ぼうこう

） 

１１．服薬
ふくやく

管理
か ん り

 

１２．その他
そ の た

 

 

 

住
す

まいや暮
く

らしについて 

問
とい

17 あなたは現在
げんざい

どのように暮
く

らしていますか。（○は１つだけ） 

１．一人
ひ と り

で暮
く

らしている 

２．家族
か ぞ く

と暮
く

らしている 

３．グループホームで暮
く

らしている 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

（障害者
しょうがいしゃ

支援
し え ん

施設
し せ つ

、高齢者
こうれいしゃ

支援
し え ん

施設
し せ つ

）で暮
く

らしている 

５．病院
びょういん

に入院
にゅういん

している 

６．その他
た

（                               ） 

 

【問
とい

18及び問
とい

19は、問
とい

17で４．又
また

は５．を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

18 あなたは将来
しょうらい

、地域
ち い き

で生活
せいかつ

したいと思
おも

いますか。（○は１つだけ） 

１．今
いま

のまま生活
せいかつ

したい 

２．グループホーム
ぐ る ー ぷ ほ ー む

などを利用
り よ う

したい 
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３．家族
か ぞ く

と一緒
いっしょ

に生活
せいかつ

したい 

４．一般
いっぱん

の住宅
じゅうたく

で独
ひと

り暮
ぐ

らしをしたい 

５．その他
そ の た

（                               ） 

 

問
とい

19 地域
ち い き

で生活
せいかつ

するためには、どのような支援
し え ん

があればよいと思
おも

いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．在宅
ざいたく

で医療
いりょう

ケア
け あ

などが適切
てきせつ

に得
え

られること 

２．障害者
しょうがいしゃ

に適
てき

した住居
じゅうきょ

の確保
か く ほ

 

３．必要
ひつよう

な在宅
ざいたく

サービス
さ ー び す

が適切
てきせつ

に利用
り よ う

できること 

４．生活
せいかつ

訓練
くんれん

等
とう

の充実
じゅうじつ

 

５．経済的
けいざいてき

な負担
ふ た ん

の軽減
けいげん

 

６．相談
そうだん

対応
たいおう

等
とう

の充実
じゅうじつ

 

７．地域
ち い き

住民
じゅうみん

等
とう

の理解
り か い

 

８．その他
そ の た

（                               ） 

 

 

日中
にっちゅう

活動
か つ ど う

や就労
しゅうろう

についてお聞
お き

きします。 

問
とい

20 あなたは、１週間
しゅうかん

にどの程度
て い ど

外出
がいしゅつ

しますか。（○は一つだけ） 

１．毎日
まいにち

外出
がいしゅつ

する 

２．１週間
しゅうかん

に数回
すうかい

外出
がいしゅつ

する 

３．めったに外出
がいしゅつ

しない 

４．まったく外出
がいしゅつ

しない 

 

【問
とい

21から問
とい

23は、問
とい

20で、４．以外
い が い

を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

21 あなたが外出
がいしゅつ

する際
さい

の主
おも

な同伴者
どうはんしゃ

は誰
だれ

ですか。（○は一つだけ） 

１．父母
ふ ぼ

・祖父母
そ ふ ぼ

・兄弟
きょうだい

 

２．配偶者
はいぐうしゃ

（夫
おっと

または妻
つま

） 

３．子
こ

ども（単身
たんしん

で家族
か ぞ く

は持
も

っていない） 

４．ホームヘルパーや施設
し せ つ

の職員
しょくいん

 

５．その他
た

の人
ひと

（ボランティア等
とう

） 

６．一人で外出する 
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問
とい

22 あなたは、どのような目的で外出することが多いですか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．通勤
つうきん

・通学
つうがく

・通所
つうしょ

 

２．訓練
くんれん

やリハビリに行
い

く 

３．医療
いりょう

機関
き か ん

への受診
じゅしん

 

４．買
か

い物
もの

に行
い

く 

５．友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

に会う 

６．趣味
し ゅ み

やスポーツをする 

７．グループ活動
かつどう

に参加
さ ん か

する 

８．散歩
さ ん ぽ

に行
い

く 

９．その他
た

（            ） 

 

問
とい

23 外出
がいしゅつ

する時
とき

に困
こま

ることは何
なん

ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．公共
こうきょう

交通
こうつう

機関
き か ん

が少
すく

ない（ない） 

２．列車
れっしゃ

やバスの乗
の

り降
お

りが困難
こんなん

 

３．道路
ど う ろ

や駅
えき

に階段
かいだん

や段差
だ ん さ

が多
おお

い 

４．切符
き っ ぷ

の買
か

い方
かた

や乗換
のりかえ

えの方法
ほうほう

がわかりにくい 

５．外出先
がいしゅつさき

の建物
たてもの

の設備
せ つ び

が不便
ふ べ ん

（通路
つ う ろ

、トイレ、エレベーターなど） 

６．介助者
かいじょしゃ

が確保
か く ほ

できない 

７．外出
がいしゅつ

にお金
かね

がかかる 

８．周囲
しゅうい

の目
め

が気
き

になる 

９．発作
ほ っ さ

など突然
とつぜん

の身体
しんたい

の変化
へ ん か

が心配
しんぱい

 

１０．困
こま

った時
じ

にどうすればいいのか心配
しんぱい

 

１１．その他
た

（                              ） 

 

問
とい

24 あなたは、平日
へいじつ

の日中
にっちゅう

を主にどのように過
す

ごしていますか。（○は１つだけ） 

１．会社
かいしゃ

勤
つと

めや、自営業
じえいぎょう

、家業
かぎょう

などで収 入
しゅうにゅう

を得
え

て仕事
し ご と

をしている 

２．ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

など、収 入
しゅうにゅう

を得
え

ない仕事
し ご と

をしている 

３．専業
せんぎょう

主婦
し ゅ ふ

（主夫
し ゅ ふ

）をしている 

４．福祉
ふ く し

施設
し せ つ

、作業所
さぎょうしょ

等
とう

に通
かよ

っている（就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

Ａ型
Ａ が た

も含
ふく

む） 

５．病院
びょういん

などのデイケア
で い け あ

に通
かよ

っている 

６．リハビリテーション
り は び り て ー し ょ ん

を受
う

けている 

７．自宅
じ た く

で過
す

ごしている 

８．入所
にゅうしょ

している施設
し せ つ

や病院
びょういん

等
とう

で過
す

ごしている 
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９．大学
だいがく

、専門
せんもん

学校
がっこう

、職 業
しょくぎょう

訓練校
くんれんこう

などに通
かよ

っている 

１０．特別
とくべつ

支援
し え ん

学校
がっこう

（小中高
しょうちゅうこう

等部
と う ぶ

）に通
かよ

っている 

１１．一般
いっぱん

の高校
こうこう

、小中学校
しょうちゅうがっこう

に通
かよ

っている 

１２．幼稚園
よ う ち え ん

、保育所
ほ い く じ ょ

、障害児
しょうがいじ

通園
つうえん

施設
し せ つ

などに通
かよ

っている 

１３．その他
そ の た

（                              ） 

 

【問
とい

24で、１．を選択
せんたく

した場合
ば あ い

にお答
こた

えください。】 

問
とい

25 どのような勤務
き ん む

形態
けいたい

で働
はたら

いていますか。（○は１つだけ） 

１．正職員
せいしょくいん

で他
た

の職員
しょくいん

と勤務
き ん む

条件
じょうけん

等
とう

に違
ちが

いはない 

２．正職員
せいしょくいん

で短時間
た ん じ か ん

勤務
き ん む

などの障害者
しょうがいしゃ

配慮
はいりょ

がある 

３．パート
ぱ ー と

・アルバイト
あ る ば い と

等
とう

の非常勤
ひじょうきん

職員
しょくいん

、派遣
は け ん

職員
しょくいん

 

４．自営業
じえいぎょう

、農林
のうりん

水産業
すいさんぎょう

など 

５．その他
そ の た

（                              ） 

 

【問
とい

24で、１．以外を選択
せんたく

した18～64歳
さい

の方
かた

にお聞
お き

きします。】 

問
とい

26 あなたは今後
こ ん ご

、収 入
しゅうにゅう

を得
え

る仕事
し ご と

をしたいと思
おも

いますか。（○は１つだけ） 

１．仕事
し ご と

をしたい 

２．仕事
し ご と

はしたくない、できない 

 

問
とい

27 収 入
しゅうにゅう

を得
え

る仕事
し ご と

を得
え

るために、職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

などを受
う

けたいと思
おも

いますか。

（○は１つだけ） 

１．すでに職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けている 

２．職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けたい 

２．職 業
しょくぎょう

訓練
くんれん

を受
う

けたくない、受
う

ける必
ひつ

要
よう

はない 

 

問
とい

28 あなたは、障害者
しょうがいしゃ

の就労
しゅうろう

支援
し え ん

として、どのようなことが必要
ひつよう

だと思
おも

いますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．通勤
つうきん

手段
しゅだん

の確保
か く ほ

 

２．勤務
き ん む

場所
ば し ょ

におけるバリアフリー
ば り あ ふ り ー

等
とう

の配慮
はいりょ

 

３．短時間
た ん じ か ん

勤務
き ん む

や勤務
き ん む

日数
にっすう

等
とう

の配慮
はいりょ
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４．在宅
ざいたく

勤務
き ん む

の拡充
かくじゅう

 

５．職場
しょくば

の障害者
しょうがいしゃ

理解
り か い

 

６．職場
しょくば

の上司
じょうし

や同僚
どうりょう

に障害
しょうがい

の理解
り か い

があること 

７．職場
しょくば

で介助
かいじょ

や援助
えんじょ

等
とう

が受
う

けられること 

８．就労後
しゅうろうご

のフォロー
ふ ぉ ろ ー

など職場
しょくば

と支援
し え ん

機関
き か ん

の連携
れんけい

 

９．企業
きぎょう

ニーズ
に ー ず

に合
あ

った就労
しゅうろう

訓練
くんれん

 

１０．仕事
し ご と

についての職場外
しょくばがい

での相談
そうだん

対応
たいおう

、支援
し え ん

 

１１．その他
そ の た

（                              ） 

 

 

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

等
と う

の利用
り よ う

についてお聞
お き

きします。 

問
とい

29 あなたは障害
しょうがい

程度
て い ど

区分
く ぶ ん

の認定
にんてい

を受
う

けていますか。（○は１つだけ） 

１．区分
く ぶ ん

１ 

２．区分
く ぶ ん

２ 

３．区分
く ぶ ん

3 

４．区分
く ぶ ん

4 

５．区分
く ぶ ん

5 

６．区分
く ぶ ん

6 

７．受けていない 

 

 

問
とい

30 あなたは次のサービスを利用していますか。また、今後利用したいと考えま

すか。（①から⑳のそれぞれについて、「現在利用しているか」と「今後利用した

いか」の両方を回答（番号に○）してください） 

 

現
在

げ
ん
ざ
い

利
用

り

よ

う 

し
て
い
る

か 

今
後

こ

ん

ご

利
用

り

よ

う 

し
た
い
か 

利
用

り

よ

う

し
て
い
る 

利
用

り

よ

う

し
て
い
な

い 利
用

り

よ

う

し
た
い 

利
用

り

よ

う

し
な
い 

①居宅
きょたく

介護
か い ご

（ホームヘルプ） 

自宅
じ た く

で入浴
にゅうよく

や排
はい

せつ、食事
しょくじ

などの介助
かいじょ

を

行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

②重度
じゅうど

訪問
ほうもん

介護
か い ご

 

重度
じゅうど

の障害
しょうがい

があり常
つね

に介護
か い ご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、自宅
じ た く

で入浴
にゅうよく

や排
はい

せつ食事
しょくじ

などの介助
かいじょ

や外出
がいしゅつ

時
じ

の移動
い ど う

の補助
ほ じ ょ

を 行
おこな

うサービス

です。 

１ ２ １ ２ 
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③同行
どうこう

援護
え ん ご

 

視覚
し か く

障害
しょうがい

により移動
い ど う

が 著
いちじる

しく困難
こんなん

な方
かた

に、外出
がいしゅつ

に必要
ひつよう

な情報
じょうほう

の提供
ていきょう

や移動
い ど う

の

援護
え ん ご

などを行うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

④行動
こうどう

援護
え ん ご

 

知的
ち て き

障害
しょうがい

や精神
せいしん

障害
しょうがい

により行動
こうどう

が困難
こんなん

で常
つね

に介護
か い ご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、行動
こうどう

するとき

必要
ひつよう

な介助
かいじょ

や外出
がいしゅつ

時
じ

の移動
い ど う

の補助
ほ じ ょ

などを

行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑤重度
じゅうど

障害者
しょうがいしゃ

等
とう

包括
ほうかつ

支援
し え ん

 

常
つね

に介護
か い ご

が必要
ひつよう

な方
かた

で、介護
か い ご

の必要
ひつよう

の程度
て い ど

が 著
いちじる

しく高
たか

い方
かた

に、居宅
きょたく

介護
か い ご

などのサー

ビスを包括的
ほうかつてき

に提
てい

供
きょう

するサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑥生活
せいかつ

介護
か い ご

 

常
つね

に介護
か い ご

が必要
ひつよう

な方
かた

に、施設
し せ つ

で入浴
にゅうよく

や排
はい

せつ、食事
しょくじ

の介護
か い ご

や創作的
そうさくてき

活動
かつどう

などの機会
き か い

を提
てい

供
きょう

するサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑦自立
じ り つ

訓練
くんれん

（機能
き の う

訓練
くんれん

、生活
せいかつ

訓練
くんれん

） 

自立
じ り つ

した日常
にちじょう

生活
せいかつ

や社会
しゃかい

生活
せいかつ

ができるよ

う、一定
いってい

の期間
き か ん

における身体
しんたい

機能
き の う

や生活
せいかつ

能力
のうりょく

向上
こうじょう

のために必要
ひつよう

な訓練
くんれん

を行
おこ

なう

サービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑧就労
しゅうろう

移行
い こ う

支援
し え ん

 

通 常
つうじょう

の事業所
じぎょうしょ

で 働
はたら

きたい方
かた

に、一定
いってい

の

期間
き か ん

、 就労
しゅうろう

に必要
ひつよう

な知識
ち し き

及
およ

び 能力
のうりょく

の

向上
こうじょう

のための訓練
くんれん

を行
おこな

うサービスです。  

１ ２ １ ２ 

⑨就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

（Ａ型
がた

、Ｂ型
がた

） 

通常
つうじょう

の事業所
じぎょうしょ

で働
はたら

くことが困難
こんなん

な方
かた

に、

就労
しゅうろう

の機会
き か い

の提供
ていきょう

や生産
せいさん

活動
かつどう

その他
た

の

活動
かつどう

の機会
き か い

の提供
ていきょう

、知識
ち し き

や能力
のうりょく

の向上
こうじょう

のための訓練
くんれん

を行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑩療養
りょうよう

介護
か い ご

 

医療
いりょう

が必要
ひつよう

な方
かた

で、常
つね

に介護
か い ご

を必要
ひつよう

とする

方
ほう

に、主
おも

に昼間
ひ る ま

に病院
びょういん

等
とう

において機能
き の う

１ ２ １ ２ 

－
1
0
4
－
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訓練
くんれん

、療 養 上
りょうようじょう

の管理
か ん り

、看護
か ん ご

などを提供
ていきょう

す

るサービスです。 

⑪短期
た ん き

入所
にゅうしょ

（ショートステイ） 

在宅
ざいたく

の障害者
しょうがいしゃ

（児
じ

）を介護
か い ご

する方
かた

が病気
びょうき

の

場
ば

合などに、障害者
しょうがいしゃ

が施設
し せ つ

に短期間
たんきかん

入所
にゅうしょ

し、入浴
にゅうよく

、排
はい

せつ、食事
しょくじ

の介護
か い ご

などを行
おこな

うサービスです。  

１ ２ １ ２ 

⑫共同
きょうどう

生活
せいかつ

援助
えんじょ

（グループホーム） 

夜間
や か ん

や休日
きゅうじつ

、共同
きょうどう

生活
せいかつ

を行
おこな

う住居
じゅうきょ

で、

相談
そうだん

や日常
にちじょう

生活上
せいかつじょう

の援助
えんじょ

を行
おこな

うサービ

スです。  

１ ２ １ ２ 

⑬施設
し せ つ

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

主
しゅ

として夜間
や か ん

、施設
し せ つ

に入所
にゅうしょ

する障害者
しょうがいしゃ

（児
じ

）に対
たい

し、入浴
にゅうよく

、排
はい

せつ、食事
しょくじ

の介護
か い ご

などの支援
し え ん

を行
おこな

うサービスです。  

１ ２ １ ２ 

⑭相談
そうだん

支援
し え ん

 

福祉
ふ く し

に関
かん

する問題
もんだい

や介護者
かいごしゃ

からの相談
そうだん

に

応
おう

じて、必要
ひつよう

な情報
じょうほう

の提供
ていきょう

や助言
じょげん

などを

行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑮児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

日 常
にちじょう

生活
せいかつ

における基本的
きほんてき

な動作
ど う さ

の指導
し ど う

、

知識
ち し き

技能
ぎ の う

の付与
ふ よ

、集団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

訓練
くんれん

な

どの支援
し え ん

を行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑯放課後
ほ う か ご

等
とう

デイサービス 

学校
がっこう

の授業
じゅぎょう

終了後
しゅうりょうご

や学校
がっこう

の休校
きゅうこう

日
び

に、

児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

センター等
とう

の施設
し せ つ

に通
かよ

い、生活
せいかつ

能力
のうりょく

向上
こうじょう

のために必要
ひつよう

な訓練
くんれん

や、社会
しゃかい

との

交流
こうりゅう

の促進
そくしん

などの支援
し え ん

を行
おこな

うサービスで

す。 

１ ２ １ ２ 

⑰保育所
ほいくしょ

等
とう

訪問
ほうもん

支援
し え ん

 

保育所
ほいくしょ

等
とう

を訪問
ほうもん

し、障害児
しょうがいじ

に対
たい

して、障害児
しょうがいじ

以外
い が い

の児童
じ ど う

との集団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

のための

専門的
せんもんてき

な支援
し え ん

などを行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 
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⑱医療型
いりょうがた

児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

日 常
にちじょう

生活
せいかつ

における基本的
きほんてき

な動作
ど う さ

の指導
し ど う

、

知識
ち し き

技能
ぎ の う

の付与
ふ よ

、集団
しゅうだん

生活
せいかつ

への適応
てきおう

訓練
くんれん

な

どの支援
し え ん

と治療
ちりょう

を行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑲福祉型
ふくしがた

児童
じ ど う

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

障害児
しょうがいじ

入所
にゅうしょ

施設
し せ つ

に入所
にゅうしょ

する障害児
しょうがいじ

に対
たい

し

て、保護
ほ ご

・日常
にちじょう

生活
せいかつ

の指導
し ど う

や知識
ち し き

技能
ぎ の う

の付与
ふ よ

を行
おこな

うサービスです。 

１ ２ １ ２ 

⑳医療型
いりょうがた

児童
じ ど う

入所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

障害児
しょうがいじ

入所
にゅうしょ

施設
し せ つ

や指定
し て い

医療
いりょう

機関
き か ん

に入所
にゅうしょ

等
とう

をする障害児
しょうがいじ

に対
たい

して、保護
ほ ご

・日常
にちじょう

生活
せいかつ

の

指導
し ど う

や知識
ち し き

技能
ぎ の う

の付与
ふ よ

や治療
ちりょう

を行
おこな

うサービ

スです。 

１ ２ １ ２ 

 

 

相談
そうだん

相手
あ い て

についてお聞
お き

きします。 

問
とい

31 あなたは、普段
ふ だ ん

、悩
なや

みや困
こま

ったことをどなたに相談
そうだん

しますか。（あてはまる

ものすべてに○） 

１．家族
か ぞ く

や親
しん

せき 

２．友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

 

３．近所
きんじょ

の人
ひと

 

４．職場
しょくば

の上司
じょうし

や同僚
どうりょう

 

５．施設
し せ つ

の指導員
しどういん

など 

６．ホームヘルパーなどサービス事業所
じぎょうしょ

の人
ひと

 

７．障害者
しょうがいしゃ

団体
だんたい

や家族会
かぞくかい

 

８．かかりつけの医師
い し

や看護師
か ん ご し

 

９．病院
びょういん

のケースワーカーや介護
か い ご

保険
ほ け ん

のケアマネージャー 

１０．民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

 

１１．通園
つうえん

施設
し せ つ

や保育所
ほいくじょ

、幼稚園
ようちえん

、学校
がっこう

の先生
せんせい

 

１２．相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

などの民間
みんかん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１３．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１４．その他
た

（                              ） 

－
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問
とい

32 あなたは障害
しょうがい

のことや福祉
ふ く し

サービスなどに関
かん

する情報
じょうほう

を、どこから知
し

るこ

とが多
おお

いですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．本
ほん

や新聞
しんぶん

、雑誌
ざ っ し

の記事
き じ

、テレビやラジオのニュース 

２．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の広報誌
こうほうし

 

３．インターネット 

４．家族
か ぞ く

や親
しん

せき、友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

 

５．サービス事業所
じぎょうしょ

の人や施設
し せ つ

職員
しょくいん

 

６．障害者
しょうがいしゃ

団体
だんたい

や家族会
かぞくかい

（団体の機関誌など） 

７．かかりつけの医師
い し

や看護師
か ん ご し

 

８．病院
びょういん

のケースワーカーや介護
か い ご

保険
ほ け ん

のケアマネージャー 

９．民生
みんせい

委員
い い ん

・児童
じ ど う

委員
い い ん

 

１０．通園
つうえん

施設
し せ つ

や保育所
ほいくじょ

、幼稚園
ようちえん

、学校
がっこう

の先生
せんせい

 

１１．相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

などの民間
みんかん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１２．行政
ぎょうせい

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

１３．その他
た

（                              ） 

 

 

権利
け ん り

擁護
よ う ご

についてお聞
お き

きします。 

問
とい

33 あなたは、障害
しょうがい

があることで差別
さ べ つ

や嫌
いや

な思
おも

いをする（した）ことがあります

か。（○は一つだけ） 

１．ある ２．少
すこ

しある ３．ない 

 

【問
とい

33で、１．又
また

は２．と回答
かいとう

された方
かた

にお聞
き

きします。】 

問
とい

34 どのような場所
ば し ょ

で差別
さ べ つ

や嫌
いや

な思
おも

いをしましたか。 

（あてはまるものすべてに○） 

１．学校
がっこう

・仕事場
し ご と ば

 

２．仕事
し ご と

を探すとき 

３．外出先
がいしゅつさき

 

４．余暇
よ か

を楽
たの

しむとき 

５．病院
びょういん

などの医療
いりょう

機関
き か ん

 

６．住
す

んでいる地域
ち い き

 

７．その他
た

（            ） 
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問
とい

35 成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

についてご存
ぞん

じですか。（○は一つだけ） 

１．名前
な ま え

も内容
ないよう

も知
し

っている 

２．名前
な ま え

を聞
き

いたことがあるが、内容
ないよう

は知
し

らない 

３．名前
な ま え

も内容
ないよう

も知
し

らない 

 

 

災害
さいがい

時
じ

の避難
ひ な ん

等
とう

についてお聞
お き

きします。 

問
とい

36 あなたは、火事
か じ

や地震
じ し ん

等
とう

の災害
さいがい

時
じ

に一人
ひ と り

で避難
ひ な ん

できますか。（○は一つだけ） 

１．できる ２．できない ３．わからない 

 

問
とい

37 家族
か ぞ く

が不在
ふ ざ い

の場合
ば あ い

や一人暮
ひ と り ぐ

らしの場合
ば あ い

、近所
きんじょ

にあなたを助
たす

けてくれる人
ひと

はい

ますか。（○は一つだけ） 

１．いる ２．いない ３．わからない 

 

問
とい

38 火事
か じ

や地震
じ し ん

等
とう

の災害
さいがい

時
じ

に困
こま

ることは何
なん

ですか。（あてはまるものすべてに○） 

１．投薬
とうやく

や治療
ちりょう

が受
う

けられない 

２．補
ほ

装具
そ う ぐ

の使用
し よ う

が困難
こんなん

になる 

３．補
ほ

装具
そ う ぐ

や日常
にちじょう

生活
せいかつ

用具
よ う ぐ

の入手
にゅうしゅ

ができなくなる 

４．救助
きゅうじょ

を求
もと

めることができない 

５．安全
あんぜん

なところまで、迅速
じんそく

に避難
ひ な ん

することができない 

６．被害
ひ が い

状 況
じょうきょう

、避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

などの情報
じょうほう

が入手
にゅうしゅ

できない 

７．周囲
しゅうい

とコミュニケーションがとれない 

８．避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

の設備
せ つ び

（トイレ等
など

）や生活
せいかつ

環境
かんきょう

が不安
ふ あ ん

 

９．その他
た

（                               ） 

１０．特
とく

にない 
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あなたご本人
ほんにん

への質問
しつもん

は以上
いじょう

です。最後
さ い ご

に、障害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービスや行政
ぎょうせい

の取組
とりくみ

に

ついて、何
なに

かご意見
い け ん

がありましたら、自由
じ ゆ う

にご記入ください。 

 

 

 

ご協 力
きょうりょく

ありがとうございました。  
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（参考４） 
 

福祉
ふ く し

に関
かん

するヒアリング調査
ちょうさ

へのご協力
ごきょうりょく

のお願
ねが

い 
 

  日頃
ひ ご ろ

より●●市
し

の福祉
ふ く し

行政
ぎょうせい

にご理
り

解
かい

・ご協
きょう

力
りょく

をいただき、ありがとうございま

す。 

  ●●市
し

では現在
げんざい

、平成
へいせい

●年度
ね ん ど

を初年度
し ょ ね ん ど

とする第
だい

●期
き

障害
しょうがい

福祉
ふ く し

計画
けいかく

の策定
さくてい

に向
む

けた

取
と

り組
く

みを進
すす

めています。その一環
いっかん

として、障害者
しょうがいしゃ

ご本人
ほんにん

のご意見
い け ん

をお聞
き

きする

ため、ヒアリング調査
ちょうさ

を実施
じ っ し

することになりました。 

（【団体にお願いする場合】つきましては、調査
ちょうさ

の実施
じ っ し

にあたり、貴
き

団体
だんたい

におい

て、ご協 力
きょうりょく

いただける方
かた

のご紹介
しょうかい

につきまして、ご協 力
きょうりょく

をお願
ねが

いさせていた

だきたいと考
かんが

えております。/【個人にお願いする場合】ぜひとも、忌憚
き た ん

のないご

意見
い け ん

などをお聞
き

かせいただければと思
おも

いますので、ご協 力
きょうりょく

のほど、お願
ねが

いいたし

ます。） 

なお、調査
ちょうさ

でお聞きした個人
こ じ ん

情報
じょうほう

に関
かん

することにつきましては、公表
こうひょう

等
など

は一切
いっさい

いたしません。 
 

平成
へいせい

●年
ねん

●月
がつ

 ●●市
し

 
 

＜調査
ちょうさ

方法
ほうほう

や調査
ちょうさ

の内容
ないよう

など＞ 

・調査
ちょうさ

は、（個別
こ べ つ

ヒアリング/グループインタビュー）という方法
ほうほう

により行
おこな

います。

（個別
こ べ つ

ヒアリング/グループインタビュー）では、（個別
こ べ つ

に/数名
すうめい

の方に同時に）ご

意見
い け ん

をお伺
うかが

いいたします。 

・調査
ちょうさ

の時間
じ か ん

としましては、およそ●時間
じ か ん

を考
かんが

えています。 

・調査
ちょうさ

の場所
ば し ょ

は、●●です。 

・調査
ちょうさ

でお伺
うかが

いしたい項目
こうもく

は、次
つぎ

の①から⑤を考
かんが

えています。 

 ①日常
にちじょう

生活
せいかつ

や就労
しゅうろう

などの状 況
じょうきょう

、生活
せいかつ

で困
こま

っていること、困
こま

ったときの相談先
そうだんさき

 

 ②福祉
ふ く し

サービスの利用
り よ う

状 況
じょうきょう

と改善
かいぜん

して欲
ほ

しい内容
ないよう

 

 ③医療
いりょう

ケアの状 況
じょうきょう

 

 ④地域
ち い き

での暮
く

らしの状 況
じょうきょう

 

 ⑤行政
ぎょうせい

への意見
い け ん

 
 

【問
と

い合
あ

わせ先
さき

】 
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（参考５） 

第●期障害福祉計画の目標等の管理シート（案） 
 

担当部局（課室）  

 

基本指針の目標 目標Ａ 
 

計
画
（
Ｐ
）
→
実
施
（
Ｄ
） 

目標値 

 平成 29 年度末までの目標Ａの人数 ●人（●％） 

（平成 25 年度末の●人の●％以上） 

【目標設定の考え方等】 

 ●●を基に設定。現状、●●が課題となっており、目標の達成に向けて●

●等を実施。 

 H27 H28 H29 

目標① 
人 

（％） 

人 

（％） 

人 

（％） 
  
 【参考】第３期計画での実績（見込） 累計目標人数●人 

 H24 H25 H26 

目標② 
●人 

（●％） 

●人 

（●％） 

●人 

（●％） 
 

主な活

動指標

（内

容） 

○活動指標等の一覧 

 H27 H28 H29 

活動指標① 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 人 人 人 

活動指標② 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 人 人 人 

活動指標③ 
見込 ●人 ●人 ●人 

実績 ●人 ●人 ●人 
 

H●年度 

評価（Ｃ） 協議会等意見 改善（Ａ） 

【目標等を踏まえた評価、

改善方策（案）】 

 

 

 

【評価等に対する意見】 【次年度における取組等】 
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